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税務訴訟資料 第２６７号－２３（順号１２９７２） 

東京地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号 所得税決定処分等取消請求事件 

国側当事者・国（今治税務署長） 

平成２９年１月３１日棄却・控訴 

 

判 決 

原告 甲 

同訴訟代理人弁護士 鳥飼 重和 

同 木山 泰嗣 

同 小西 功朗 

同訴訟復代理人弁護士 町田 覚 

同補佐人税理士 窪澤 朋子 

被告 国 

同代表者法務大臣 金田 勝年 

処分行政庁 今治税務署長 

 三木 桂弘 

指定代理人 別紙１指定代理人目録のとおり 

 

主 文 

１ 原告の請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

 

事実及び理由 

第１ 請求 

 今治税務署長が平成２３年３月１０日付けで原告に対してした平成１７年分の所得税の決定

処分及び無申告加算税の賦課決定処分をいずれも取り消す。 

第２ 事案の概要 

 本件は、原告が、今治税務署長から、いわゆる外国子会社合算税制（タックス・ヘイブン対

策税制）について定める租税特別措置法（平成１８年法律第１０号による改正前のもの。以下

「措置法」という。）４０条の４第１項の適用により、原告が株式を保有するシンガポール共

和国（以下「シンガポール」という。）に本店が所在する外国法人が同項所定の特定外国子会

社等に該当し、同項所定の課税対象留保金額に相当する金額が原告の雑所得に係る収入金額と

みなされるとして、原告の平成１７年分の所得税の決定処分（以下「本件決定処分」とい

う。）及び無申告加算税の賦課決定処分（以下「本件賦課決定処分」といい、本件決定処分と

併せて「本件決定処分等」という。）を受けたことから、本件決定処分等は、上記課税対象留

保金額の算定の基礎となる同条２項２号所定の未処分所得の金額の計算に誤りがあり、違法で

あると主張して、本件決定処分等の取消しを求める事案である。 

１ 関係法令等の定め 

（１）法人税法（平成１８年法律第１０号による改正前のもの。以下同じ。）の定め 
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ア 用語の意義 

 法人税法において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる

（２条）。 

１号 国内 法人税法の施行地をいう。 

２号 （略） 

３号 内国法人 国内に本店又は主たる事務所を有する法人をいう。 

４号 外国法人 内国法人以外の法人をいう。 

５号ないし２２号 （略） 

２３号 減価償却資産 建物、構築物、機械及び装置、船舶、車両及び運搬具、工具、器

具及び備品、鉱業権その他の資産で償却をすべきものとして政令で定めるものをい

う。 

２４号 （略） 

２５号 損金経理 法人がその確定した決算において費用又は損失として経理することを

いう。 

２６号ないし４８号 （略） 

イ 各事業年度の所得の金額の計算 

 法人税法において、各事業年度の所得の金額の計算については、次のように定められて

いる（２２条）。 

（ア）内国法人の各事業年度の所得の金額は、当該事業年度の益金の額から当該事業年度の

損金の額を控除した金額とする（１項）。 

（イ）内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上当該事業年度の益金の額に算入すべき金

額は、別段の定めがあるものを除き、資産の販売、有償又は無償による資産の譲渡又は

役務の提供、無償による資産の譲受けその他の取引で資本等取引以外のものに係る当該

事業年度の収益の額とする（２項）。 

（ウ）内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上当該事業年度の損金の額に算入すべき金

額は、別段の定めがあるものを除き、次に掲げる額とする（３項）。 

１号 当該事業年度の収益に係る売上原価、完成工事原価その他これらに準ずる原価の

額 

２号 １号に掲げるもののほか、当該事業年度の販売費、一般管理費その他の費用（償

却費以外の費用で当該事業年度終了の日までに債務の確定しないものを除く。）の

額 

３号 当該事業年度の損失の額で資本等取引以外の取引に係るもの 

（エ）２項に規定する当該事業年度の収益の額及び３項各号に掲げる額は、一般に公正妥当

と認められる会計処理の基準に従って計算されるものとする（４項）。 

（オ）２項又は３項に規定する資本等取引とは、法人の資本等の金額（法人（各連結事業年

度の連結所得に対する法人税を課される連結事業年度の連結法人を除く。）の資本の金

額又は出資金額と資本積立金額との合計額をいう（２条１６号参照）。）の増加又は減少

を生ずる取引及び法人が行う利益又は剰余金の分配（中略）をいう（５項）。 

ウ 減価償却資産の償却費の計算及びその償却の方法 

 内国法人の各事業年度終了の時において有する減価償却資産につきその償却費として２
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２条３項（各事業年度の損金の額に算入する金額）の規定により当該事業年度の所得の金

額の計算上損金の額に算入する金額は、その内国法人が当該事業年度においてその償却費

として損金経理をした金額（以下「損金経理額」という。）のうち、その内国法人が当該

資産について選定した償却の方法（償却の方法を選定しなかった場合には、償却の方法の

うち政令で定める方法）に基づき政令で定めるところにより計算した金額（以下「償却限

度額」という。）に達するまでの金額とする（３１条１項）。 

（２）法人税法施行令（平成１８年政令第１２５号による改正前のもの。以下同じ。）の定め 

ア 減価償却資産の範囲 

 法人税法２条２３号（減価償却資産の意義）に規定する政令で定める資産は、棚卸資産、

有価証券及び繰延資産以外の資産のうち次に掲げるもの（事業の用に供していないもの及

び時の経過によりその価値の減少しないものを除く。）とする（１３条）。 

１号ないし３号 （略） 

４号 船舶 

５号ないし９号 （略） 

イ 減価償却資産の償却の方法 

 減価償却資産の償却限度額の計算上選定をすることができる償却の方法は、次の各号に

掲げる資産の区分に応じ当該各号に定める方法とする（４８条１項）。 

１号 建物（３号に掲げるものを除く。） 次に掲げる区分に応じそれぞれ次に定める方

法 

（イ）平成１０年３月３１日以前に取得をされた建物 次に掲げる方法 

ａ 定額法（当該減価償却資産の取得価額からその残存価額を控除した金額にその

償却費が毎年同一となるように当該資産の耐用年数に応じた償却率を乗じて計算

した金額を各事業年度の償却限度額として償却する方法をいう。以下同じ。） 

ｂ 定率法（当該減価償却資産の取得価額…にその償却費が毎年一定の割合で逓減

するように当該資産の耐用年数に応じた償却率を乗じて計算した金額を各事業年

度の償却限度額として償却する方法をいう。以下同じ。） 

（ロ）（イ）に掲げる建物以外の建物 定額法 

２号 １３条１号（減価償却資産の範囲）に掲げる建物の附属設備及び同条２号から７号

までに掲げる減価償却資産（３号及び６号に掲げるものを除く。） 次に掲げる方法 

（イ）定額法 

（ロ）定率法 

３号ないし６号 （略） 

ウ 減価償却資産の法定償却方法 

 法人税法３１条１項（減価償却資産の償却費の計算及びその償却の方法）に規定する政

令で定める方法は、次の各号に掲げる資産の区分に応じ当該各号に定める方法とする（５

３条）。 

１号 ４８条１項１号イ及び同項２号（減価償却資産の償却の方法）に掲げる減価償却資

産 定率法 

２号 （略） 

（３）措置法の定め 
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ア 居住者に係る特定外国子会社等の留保金額の総収入金額算入 

（ア）次に掲げる居住者に係る外国関係会社のうち、本店又は主たる事務所の所在する国又

は地域におけるその所得に対して課される税の負担が本邦における法人の所得に対して

課される税の負担に比して著しく低いものとして政令で定める外国関係会社に該当する

もの（以下「特定外国子会社等」という。）が、昭和５３年４月１日以後に開始する各

事業年度（２条２項１９号に規定する事業年度をいう。以下同じ。）において、その未

処分所得の金額から留保したものとして、政令で定めるところにより、当該未処分所得

の金額につき当該未処分所得の金額に係る税額及び利益の配当又は剰余金の分配の額に

関する調整を加えた金額（以下「適用対象留保金額」という。）を有する場合には、そ

の適用対象留保金額のうちその者の有する当該特定外国子会社等の直接及び間接保有の

株式等に対応するものとしてその株式等（株式又は出資をいう。以下同じ。）の請求権

（利益の配当、剰余金の分配、財産の分配その他の経済的な利益の給付を請求する権利

をいう。以下同じ。）の内容を勘案して政令で定めるところにより計算した金額（以下

「課税対象留保金額」という。）に相当する金額は、その者の雑所得に係る収入金額と

みなして当該各事業年度終了の日の翌日から２月を経過する日の属する年分のその者の

雑所得の金額の計算上、総収入金額に算入する（４０条の４第１項）。 

１号 その有する外国関係会社の直接及び間接保有の株式等（請求権のない株式等又は

実質的に請求権がないと認められる株式等（以下「請求権のない株式等」とい

う。）に係るものを除く。２号において同じ。）の当該外国関係会社の発行済株式の

総数又は出資金額（請求権のない株式等及び当該外国関係会社が有する自己の株式

等を除く。以下「発行済株式等」という。）のうちに占める割合が１００分の５以

上である居住者 

２号 その有する外国関係会社の直接及び間接保有の株式等の当該外国関係会社の発行

済株式等のうちに占める割合が１００分の５以上である一の同族株主グループに属

する居住者（１号に掲げる居住者を除く。） 

（イ）４０条の４第１項及び２項において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定

めるところによる（４０条の４第２項）。 

１号 外国関係会社 外国法人で、その発行済株式の総数又は出資金額（その有する自

己の株式等を除く。）のうちに居住者及び内国法人並びに居住者又は内国法人と政

令で定める特殊の関係のある非居住者が有し、並びに特定信託（法人税法２条２９

号の３に規定する特定信託をいう。以下同じ。）の受託者である法人が当該特定信

託の信託財産として有する直接及び間接保有の株式等の合計数又は合計額の占める

割合（当該外国法人が次のイからハまでに掲げる法人である場合には、当該割合と

それぞれイからハまでに定める割合のいずれか多い割合）が１００分の５０を超え

るものをいう。 

イないしハ （略） 

２号 未処分所得の金額 特定外国子会社等の各事業年度の決算に基づく所得の金額に

つき、法人税法及び措置法による各事業年度の所得の金額の計算に準ずるものとし

て政令で定める基準により計算した金額を基礎として政令で定めるところにより当

該各事業年度開始の日前７年以内に開始した各事業年度において生じた欠損の金額
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に係る調整を加えた金額をいう。 

３号及び４号 （略） 

（ウ）４０条の４第１項各号に掲げる居住者は、その者に係る特定外国子会社等の各事業年

度の貸借対照表及び損益計算書その他の財務省令で定める書類を当該各事業年度終了の

日の翌日から２月を経過する日の属する年分の確定申告書に添付しなければならない

（４０条の４第５項）。 

イ 措置法４０条の４と同法６６条の６の関連性 

 措置法６６条の６第１項は、同項各号に掲げる内国法人に係る外国関係会社のうち、本

店又は主たる事務所の所在する国又は地域におけるその所得に対して課される税の負担が

本邦における法人の所得に対して課される税の負担に比して著しく低いものとして政令で

定める外国関係会社に該当するものが、昭和５３年４月１日以後に開始する各事業年度に

おいて、その未処分所得の金額から留保したものとして、政令で定めるところにより、適

用対象留保金額を有する場合には、その適用対象留保金額のうちその内国法人の有する当

該特定外国子会社等の直接及び間接保有の株式等に対応するものとしてその株式等の請求

権の内容を勘案して政令で定めるところにより計算した金額である課税対象留保金額に相

当する金額は、その内国法人の収益の額とみなして当該各事業年度終了の日の翌日から２

月を経過する日を含むその内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上、益金の額に算入

する旨を規定している。 

 居住者の所得税について定める措置法４０条の４及び内国法人の法人税について定める

同法６６条の６は、いずれも外国子会社合算税制について定めたものであり、当該特定外

国子会社等の留保金課税における基本的な仕組みは同一である。 

（４）租税特別措置法施行令（平成１８年政令第１３５号による改正前のもの。以下「措置法施

行令」という。）の定め 

ア 特定外国子会社等の範囲 

 措置法４０条の４第１項に規定する政令で定める外国関係会社は、次に掲げるものとす

る（２５条の１９第１項）。 

１号 法人の所得に対して課される税が存在しない国又は地域に本店又は主たる事務所を

有する外国関係会社 

２号 その各事業年度の所得に対して課される租税の額が当該所得の金額の１００分の２

５以下である外国関係会社 

イ 特定外国子会社等の未処分所得の金額の計算 

（ア）措置法４０条の４第２項２号に規定する政令で定める基準により計算した金額は、同

条１項に規定する特定外国子会社等の各事業年度の決算に基づく所得の金額に係る３９

条の１５第１項１号に掲げる金額及び同項２号に掲げる金額の合計額から当該所得の金

額に係る同項３号に掲げる金額を控除した残額（当該所得の金額に係る同項１号に掲げ

る金額が欠損の金額である場合には、当該所得の金額に係る同項２号に掲げる金額から

当該欠損の金額と当該所得の金額に係る同項３号に掲げる金額との合計額を控除した残

額）とする（２５条の２０第１項）。 

（イ）措置法４０条の４第１項各号に掲げる居住者は、２５条の２０第１項の規定にかかわ

らず、特定外国子会社等の各事業年度の決算に基づく所得の金額につき、当該特定外国
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子会社等の本店所在地国（本店又は主たる事務所の所在する国又は地域をいう（２５条

の１９第２項１号参照）。以下同じ。）の法人所得税（本店所在地国若しくは本店所在地

国以外の国若しくは地域又はこれらの国若しくは地域の地方公共団体により法人の所得

を課税標準として課される税（中略）及びこれに附帯して課される法人税法２条４５号

に規定する附帯税（利子税を除く。）に相当する税その他当該附帯税に相当する税に類

する税をいう。以下同じ。）に関する法令（当該法人所得税に関する法令が２以上ある

場合には、そのうち主たる法人所得税に関する法令をいう。以下「本店所在地国の法

令」という。）の規定により計算した所得の金額（中略）に当該所得の金額に係る３９

条の１５第２項１号から１３号までに掲げる金額の合計額を加算した金額から当該所得

の金額に係る同項１４号から１６号までに掲げる金額の合計額を控除した残額（本店所

在地国の法令の規定により計算した金額が欠損の金額となる場合には、当該計算した金

額に係る同項１号から１３号までに掲げる金額の合計額から当該欠損の金額に当該計算

した金額に係る同項１４号から１６号までに掲げる金額の合計額を加算した金額を控除

した残額）をもって措置法４０条の４第２項２号に規定する政令で定める基準により計

算した金額とすることができる（２５条の２０第２項）。 

（ウ）措置法４０条の４第２項２号に規定する欠損の金額に係る調整を加えた金額は、特定

外国子会社等の各事業年度の決算に基づく所得の金額につき、２５条の２０第１項若し

くは２項又は３項の規定により算出される所得の金額（以下「調整所得金額」とい

う。）から当該各事業年度開始の日前７年以内に開始した事業年度（昭和５３年４月１

日前に開始した事業年度及び特定外国子会社等（中略）に該当しなかった事業年度を除

く。）において生じた欠損金額（この項の規定により当該各事業年度前の事業年度にお

いて控除されたものを除く。）の合計額（当該合計額が当該各事業年度の調整所得金額

を超える場合には、当該調整所得金額）に相当する金額を控除した金額とする（２５条

の２０第５項）。 

ウ 居住者に係る特定外国子会社等の課税対象留保金額の計算等 

（ア）措置法４０条の４第１項の未処分所得の金額につき当該未処分所得の金額に係る税額

及び利益の配当又は剰余金の分配の額に関する調整を加えた金額は、特定外国子会社等

の各事業年度の未処分所得の金額から次に掲げる金額の合計額を控除した残額（中略）

とする（２５条の２１第１項）。 

１号 当該各事業年度において納付をすることとなる法人所得税の額（当該各事業年度

において還付を受けることとなる法人所得税の額がある場合には、当該還付を受け

ることとなる法人所得税の額を控除した残額） 

２号 当該各事業年度に係る利益の配当又は剰余金の分配の額（当該各事業年度に係る

利益の配当又は剰余金の分配の額の全部又は一部が次に掲げる者に支払われた場合

における当該各事業年度に係る利益の配当又は剰余金の分配の額の全額を除く。） 

イないしニ （略） 

（イ）措置法４０条の４第１項に規定する政令で定めるところにより計算した金額は、同項

各号に掲げる居住者に係る特定外国子会社等の各事業年度の同項に規定する適用対象留

保金額から当該各事業年度の２５条の２０第４項１号ロ及びハに掲げる金額の合計額を

控除した残額（以下「調整適用対象留保金額」という。）に、当該特定外国子会社等の
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当該各事業年度終了の時における発行済株式等のうちに当該各事業年度終了の時におけ

るその者の有する当該特定外国子会社等の請求権勘案保有株式等（２５条の２１第３項

参照）の占める割合を乗じて計算した金額（当該各事業年度に係る利益の配当又は剰余

金の分配の額が当該適用対象留保金額の計算上控除されなかったときは、当該計算した

金額から次の各号に掲げる金額のうちいずれか少ない金額を控除した金額）とする（２

５条の２１第２項）。 

１号及び２号 （略） 

エ 特定外国子会社等の未処分所得の金額の計算 

 措置法６６条の６第２項２号に規定する政令で定める基準により計算した金額は、同条

１項に規定する特定外国子会社等の各事業年度の決算に基づく所得の金額に係る１号に掲

げる金額及び２号に掲げる金額の合計額から当該所得の金額に係る３号に掲げる金額を控

除した残額（当該所得の金額に係る１号に掲げる金額が欠損の金額である場合には、当該

所得の金額に係る２号に掲げる金額から当該欠損の金額と当該所得の金額に係る３号に掲

げる金額との合計額を控除した残額）とする（３９条の１５第１項）。 

１号 当該各事業年度の決算に基づく所得の金額につき、法人税法第２編第１章第１節第

２款から第８款まで（同法２３条、２６条、２８条、３８条から４１条まで、５７条

から５９条まで及び６１条の１１から６１条の１３までを除く。）の規定並びに措置

法４３条、４５条の２、５２条の２、５７条の５、５７条の６、５７条の８、５７条

の９、６１条の４、６５条の７から６５条の９まで（同法６５条の７第１項の表の２

４号に係る部分に限る。）、６６条の４第３項、６７条の１２及び６７条の１３の規定

（以下「本邦法令の規定」という。）の例に準じて計算した場合に算出される所得の

金額又は欠損の金額（以下略） 

２号 当該各事業年度において納付する法人所得税及びこれに附帯して課される法人税法

２条４５号に規定する附帯税（利子税を除く。）に相当する税その他当該附帯税に相

当する税に類する税をいう。以下同じ。）の額 

３号 当該各事業年度において還付を受ける法人所得税の額 

（５）租税特別措置法施行規則（平成１８年財務省令第２６号による改正前のもの。以下「措置

法施行規則」という。）の定め 

 措置法４０条の４第５項に規定する財務省令で定める書類は、同項に規定する特定外国子

会社等に係る次の各号に掲げるもの（中略）とする（１８条の２０第２項）。 

１号 措置法４０条の４第５項に規定する貸借対照表及び損益計算書 

２号 各事業年度の損益金の処分表 

３号 １号に掲げるものに係る勘定科目内訳明細書 

４号 措置法施行令２５条の２０第２項に規定する本店所在地国の法令により課される税に

関する申告書で各事業年度に係るものの写し 

５号 各事業年度終了の日における株主等（中略）の氏名及び住所又は名称及び本店若しく

は主たる事務所の所在地（中略）並びにその有する株式の数又は出資の金額を記載した

書類 

６号及び７号 （略） 

（６）租税特別措置法基本通達の定め 
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 租税特別措置法基本通達（平成２１年課法２－５による改正前のもの。以下「措置法通

達」という。）６６の６－１０は、下記のとおり定めている（甲２５、乙５４）。 

記 

 措置法施行令３９条の１５第１項１号の規定により特定外国子会社等の未処分所得の金額

につき法人税法及び措置法の規定の例に準じて計算する場合には、次に定めるものは、次に

よるものとする。 

ア 青色申告書を提出する法人であることを要件として適用することとされている規定につ

いては、当該特定外国子会社等は当該要件を満たすものとして当該規定の例に準じて計算

する（措置法通達６６の６－１０（１））。 

イ 減価償却費、評価損、圧縮記帳、引当金の繰入額、準備金の積立額等の損金算入（損金

の額への算入をいう。以下同じ。）又は長期割賦販売等に該当する資産の販売等に係る延

払基準による収益及び費用の計上等確定した決算における経理を要件として適用すること

とされている規定については、特定外国子会社等がその決算において行った経理のほか、

内国法人が措置法６６条の６の規定の適用に当たり当該特定外国子会社等の決算を修正し

て作成した当該特定外国子会社等に係る損益計算書等において行った経理をもって当該要

件を満たすものとして取り扱う。この場合には、決算の修正の過程を明らかにする書類を

当該損益計算書等に添付するものとする（措置法通達６６の６－１０（２））。 

ウ 内国法人が措置法６６条の６の規定の適用に当たり採用した棚卸資産の評価方法、減価

償却資産の償却方法、有価証券の一単位当たりの帳簿価額の算出方法等は、同条を適用し

て最初に提出する確定申告書に添付する当該特定外国子会社等に係る損益計算書等に付記

するものとし、一旦採用したこれらの方法は、特別の事情がない限り、継続して適用する

ものとする（措置法通達６６の６－１０（３））。 

２ 前提事実（争いのない事実、顕著な事実並びに掲記の証拠及び弁論の全趣旨により容易に認

められる事実） 

（１）原告について 

 原告は、愛媛県今治市に住所を有する者であり、平成１７年当時、同市を本店所在地とし

て海運業を営む株式会社Ａ（以下「Ａ」という。）及びＢ株式会社（以下「Ｂ」という。）の

代表取締役を務めていた（乙１、２、１６、弁論の全趣旨）。 

（２）Ｃ社について 

ア Ｃ（以下「Ｃ社」という。）は、１９９８年（平成１０年）７月●日、原告と乙（以下

「乙」という。）により設立されたシンガポールを本店所在地とする外国法人である（乙

３、弁論の全趣旨）。 

イ Ｃ社は、設立の日である１９９８年（平成１０年）７月●日から１９９９年（平成１１

年）９月３０日までの事業年度（以下「平成１１年９月期」という。）のほかは、１０月

１日から翌年の９月３０日までを事業年度としている（以下、１９９９年（平成１１年）

１０月１日から２０００年（平成１２年）９月３０日までの事業年度を「平成１２年９月

期」といい、その後の事業年度も同様に呼称する。）。 

ウ 原告は、１９９９年（平成１１年）３月２４日から２００９年（平成２１年）８月１１

日までの間、Ｃ社の総発行済株式数５０万株のうち４９万９９９９株（約９９．９％）を

保有していた（乙６ないし８）。 
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エ Ｃ社は、１９９９年（平成１１年）４月頃から、同年に取得した油そう船（以下「本件

油そう船」という。）を裸用船として第三者に貸し付けていたが、２００４年（平成１６

年）１２月２０日に本件油そう船を５８１万２３００米国ドルで売却した（乙４、５、弁

論の全趣旨）。 

オ Ｃ社は、シンガポールの法令に基づき、平成１１年９月期から平成１７年９月期までの

各決算に係る財務諸表を作成し、公認会計士の監査及び株主全員（原告及び乙）の承認を

受けた。この財務諸表の中には、Ｃ社が作成した損益計算書（以下「Ｃ社損益計算書」と

いう。）が含まれており、その内容は別表１－１記載のとおりである。 

 Ｃ社損益計算書によれば、Ｃ社は、平成１１年９月期から平成１６年９月期までは、税

引後損益に欠損が生じていたが、平成１７年９月期は、本件油そう船の売却による特別利

益２５０万９７３７シンガポールドル（以下「Ｓ＄」という。）が計上されたことにより、

税引後損益に利益が生じた。なお、本件油そう船の取得原価は１７２２万９２４０Ｓ＄で

あったところ、Ｃ社は、Ｃ社損益計算書において、各事業年度の本件油そう船の減価償却

費の金額を１７２万２９２４Ｓ＄（本件油そう船の耐用年数を１０年として上記取得原価

について定額法により計算したもの）とし、平成１７年９月期の期首における本件油そう

船の帳簿価額を６８９万１６９６Ｓ＄（上記取得原価１７２２万９２４０Ｓ＄から６期分

の減価償却費の累計額１０３３万７５４４Ｓ＄を控除した後の金額）としていた。上記特

別利益２５０万９７３７Ｓ＄は、本件油そう船の売却による収入９４０万１４３３Ｓ＄か

ら平成１７年９月期の期首における本件油そう船の帳簿価額６８９万１６９６Ｓ＄を控除

した後の金額である。 

（以上につき、乙９ないし１５、弁論の全趣旨） 

（３）シンガポールの法人税に係る税制の概要 

 シンガポールは、法人税について、納税者が税務当局に課税所得の算定に必要な資料（監

査証明付きの決算書等を添付した法人税申告書等）を提出し、税務当局がその提出された資

料に基づいて当該納税者の税額を賦課決定するという賦課課税制度を採用している。賦課決

定がされる年度（以下「賦課年度」という。）は１月１日から１２月３１日までの暦年とさ

れ、その前年の１月１日から１２月３１日までの暦年に発生した各所得に対して課税がされ

るが、事業所得については、暦年を基準とせず、賦課年度の前年に終了した事業年度の所得

の申告が認められている。（乙３３） 

 シンガポールにおける法人税の税率は、２００１年（平成１３年）の賦課年度までは２

５％を上回っていたが、２００２年（平成１４年）の賦課年度に２４．５％に引き下げられ

た後は、２５％を下回っている（乙３２、３４）。 

（４）本件決定処分等及び不服申立手続の経緯 

ア 原告は、平成１７年分の給与（役員報酬）に係る収入金額が１２００万円であり、上記

給与の支払者であるＢから所得税の源泉徴収を受けていたところ、同年分の所得税につい

て確定申告書の提出をしなかった（乙１６）。 

イ 今治税務署長は、平成２３年３月１０日、原告に対し、別表２の「決定処分」欄記載の

とおり、原告の平成１７年分の所得税について、総所得金額を９７１４万３２７８円、納

付すべき税額を３１９１万５６００円とする旨の決定処分（本件決定処分）及び無申告加

算税の額を４７８万６５００円とする旨の賦課決定処分（本件賦課決定処分）をした（甲
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１）。なお、今治税務署長は、Ｃ社が、平成１３年９月期から平成１７年９月期までにお

いて、措置法４０条の４第１項に規定する特定外国子会社等に該当し、平成１７年９月期

において課税対象留保金額を有するため、課税対象留保金額に相当する金額を原告の雑所

得に係る収入金額とみなして総収入金額に算入する必要があるとして、本件決定処分等を

したものである（弁論の全趣旨）。 

ウ 原告は、平成２３年４月２６日、今治税務署長に対し、本件決定処分等を不服として異

議申立てをした（甲２）。原告は、同異議申立てにおいて、Ｃ社の平成１１年９月期から

平成１７年９月期までの損益については本邦法令の規定に基づく計算が認められるべきで

あり、平成１７年９月期の損益は４６万１１９５Ｓ＄の赤字となるから、本件決定処分等

は取り消されるべきである旨を主張し、同年５月１２日、今治税務署長に対し、「日本法

令によるＣ社 損益計算書」と題する書類（乙２４。以下「原告作成損益計算書」とい

う。）を提出した（甲２、１１、乙２４ないし２６）。なお、原告作成損益計算書の内容は

別表１－２記載のとおりである（乙２４）。 

エ 今治税務署長は、平成２３年６月２４日、原告に対し、上記ウの異議申立てをいずれも

棄却する旨の決定をした（甲３）。 

オ 原告は、平成２３年７月２０日、国税不服審判所長に対し、本件決定処分等を不服とし

て審査請求をした（甲４）。 

カ 国税不服審判所長は、平成２４年６月１日、上記オの審査請求をいずれも棄却する旨の

裁決をした（甲５）。 

（５）本件訴えの提起 

 原告は、平成２４年１１月２９日、本件訴えを提起した（顕著な事実）。 

３ 税額等に関する当事者の主張 

 被告が本件訴訟において主張する本件決定処分等の根拠及び計算は、別紙２「課税の根拠及

び計算」の記載（別紙２の引用に係る別紙３の計算の記載を含み、また、別紙２の１（５）イ

の引用に係る別紙４の仮定的な計算の記載を含む。）のとおりであるところ、原告は、後記４

の争点に関する部分を除き、その計算の基礎となる金額及び計算方法を明らかに争わない。 

４ 争点 

 本件の争点は、本件決定処分等の適法性であり、具体的には、措置法４０条の４第１項所定

の適用対象留保金額の算定の基礎となる同条２項２号所定の未処分所得の金額の計算について、

措置法施行令２５条の２０第１項に規定する同施行令３９条の１５第１項１号に掲げる金額の

算出をＣ社損益計算書に基づいて行うべきか、原告作成損益計算書に基づいて行うべきかが争

われている。 

 なお、Ｃ社損益計算書の内容は別表１－１記載のとおりであり、原告作成損益計算書の内容

は別表１－２記載のとおりであるところ（両者の内容を比較したものとして別表６参照）、両

者は、本件油そう船に係る減価償却費の金額が異なるため、平成１７年９月期における特別利

益の金額に差異が生じており、その結果、Ｃ社に係る課税対象留保金額が生ずるか否かも異な

ることになる。そのため、措置法施行令３９条の１５第１項１号に掲げる金額の算出について

は、本件油そう船に係る減価償却費の金額の計算をＣ社損益計算書に記載された金額（同社の

決算において経理された金額）を基礎として行うべきか、原告作成損益計算書に記載された金

額を基礎として行うべきかが問題となる。 
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５ 争点に関する当事者の主張の要旨 

（被告の主張の要旨） 

（１）未処分所得の金額の計算はＣ社損益計算書に基づいて行うべきであること 

ア 措置法施行令３９条の１５第１項１号は、本邦法令の規定の例に準じて計算をする場合

について規定するところ、その計算の基礎として特定外国子会社等の各事業年度の決算に

計上された所得の金額が掲げられているのであり、また、特定外国子会社等の所在する国

の中には法人税制が完備された国もあり得ることからすれば、特定外国子会社等において

行った決算を考慮することなく本邦の法令において再計算することが本邦法令の規定の例

に準ずる計算であるとは解されない。 

 法人税法３１条１項が、減価償却費を損金の額に算入する要件として、確定した決算

（我が国の会計制度による企業会計を前提に作成され、株主総会の承認、総社員の同意そ

の他の手続による承認を経たその事業年度の決算をいう。以下同じ。）における損金経理

（同法２条２５号）を要求した趣旨は、法人内部において発生する取引については、売上

取引に代表される第三者の介在する取引のような外部取引と異なり、対外的な要素が介在

しないことから、法人の利益の算定においては、株主総会等における承認という一定の手

続要件が課された計算書類によって法人の意思を確認し、これに基づく経理処理を要求す

ることにより、牽制を図り、選択的又は恣意的な経理処理を抑制し、もって適正な課税の

実現を期待することにあると解される。 

 このように、法人税法３１条１項の「損金経理」の要件が、内部取引に関する法人の意

思を確認する点にその本質を有すると解されることからすれば、特定外国子会社等が本店

所在地国の法令に基づいて行った決算において減価償却費の経理をしている場合には、こ

れにより減価償却に関する法人の意思を確認することができるといえるから、特定外国子

会社等の決算が我が国の確定した決算に要求される形式的要件（日本の商法及び会社法に

準拠した成立要件等）を欠くとしても、同項の確定した決算における「損金経理」があっ

たものと同様に解することができる。 

 したがって、措置法施行令３９条の１５第１項１号に基づき本邦法令の規定の例に準じ

て特定外国子会社等の未処分所得の金額を計算する場合、特定外国子会社等が本店所在地

国の法令に基づいてした決算上で経理された減価償却費について、本邦法令の規定におけ

る償却限度額の範囲で損金の額に算入されると解するのが相当である。 

イ Ｃ社損益計算書は、シンガポールの法令に従ったＣ社の決算に基づいて作成されたもの

であり、当該決算における取締役報告・決算書には、正確かつ公平な意見を提供する目的

で作成されたものである旨の取締役である原告自らの声明書及び公認会計士によるシンガ

ポールの会計基準に準拠した監査が実施された旨の株主に対する監査報告書が添付されて

いる。 

 このように、Ｃ社損益計算書は、利害関係者に対しＣ社の事業状況及び各年９月３０日

を末日とする会計年度における業務実績について、正確かつ公平な意見を提供する目的で

作成され、かつ、公認会計士の監査報告を受けたものであることから、特定外国子会社等

の「各事業年度の決算」（措置法施行令３９条の１５第１項１号）に該当すると認められ

る。 

 したがって、Ｃ社の未処分所得の金額の計算は、Ｃ社損益計算書に基づいて行うべきで
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ある。 

（２）未処分所得の金額の計算を原告作成損益計算書に基づいて行うことができないこと 

ア 確定申告書に添付されていない原告作成損益計算書に基づいて未処分所得の金額の計算

をすることができないこと 

（ア）措置法４０条の４は、１項において、課税対象留保金額を雑所得に係る収入金額とみ

なして総収入金額に算入することを定めるとともに、５項において、「第１項各号に掲

げる居住者は、その者に係る特定外国子会社等の各事業年度の貸借対照表及び損益計算

書その他の財務省令で定める書類を当該各事業年度終了の日の翌日から２月を経過する

日の属する年分の確定申告書に添付しなければならない。」と定めており、税額の確定

に際しては、確定申告書に特定外国子会社等の損益計算書が添付されていることを前提

としている。 

 措置法４０条の４第１項及び５項は、本店所在地国の法令に基づく決算を修正して作

成した損益計算書（以下「修正損益計算書」という。）を確定申告書に添付すべきか否

かについて直接には規定していないものの、措置法施行令３９条の１５第１項１号が本

店所在地国の法令に基づく決算を修正して未処分所得の金額の計算をするためには「本

邦法令の規定の例に準じて計算」する必要がある旨を定めているのであるから、納税者

において、確定申告をするに当たり、修正された決算の過程を明らかにして、修正され

た決算が本邦法令の規定の例に準じていることを明らかにする必要があることは当然の

ことというべきである。 

 そうすると、納税者は、本店所在地国の法令に基づく決算を修正して未処分所得の金

額の計算をしようとするためには、措置法４０条の４第５項及び措置法施行令３９条の

１５第１項１号の規定に基づき、修正損益計算書を確定申告書に添付して提出する必要

があるというべきである。 

（イ）また、措置法施行令３９条の１５第１項１号は、本邦法令の規定の例に準じて未処分

所得の金額を計算するに当たり、我が国の会計制度と相違する会計制度の下で作成され

た特定外国子会社等の決算を未処分所得の金額の計算の基礎とした場合、個別の規定の

適用に際して不都合が生ずる可能性があることを念頭に置いたものであるから、同号に

いう特定外国子会社等の「各事業年度の決算」には、我が国と特定外国子会社等の本店

所在地国の会計制度の調整を目的として特定外国子会社等の決算を修正して作成された

損益計算書であって、一定の要件を満たすものが含まれると解すべきである。そして、

同号を合理的に解釈すれば、特定外国子会社等の決算を修正した計算書類について、我

が国における「確定した決算」と同程度の実質を有することを担保する何らかの手続的

な措置がされた場合に初めて特定外国子会社等の「各事業年度の決算」に含まれると解

することになる。 

 措置法通達６６の６－１０の（２）は、このような手続的な担保として、企業内部の

計算であって対外的に実現されていない会計計算（減価償却費等）の修正の過程を明ら

かにさせる書類を添付させることを定め、同（３）においてそのような減価償却資産の

償却方法等を最初に提出する確定申告書に添付する損益計算書等に付記させることで、

以後に用いる算出方法を明確にさせることを定めているが、これは、これらの手続を踏

ませることによって、修正計算の過程を対外的に明らかにさせ、その正確性を担保する
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とともに、恣意的な計算を防止して単なる会計書類に我が国における「確定した決算」

と同程度の実質を担保させるものであるといえる。そして、このような措置は、正に措

置法施行令３９条の１５第１項１号の趣旨に合致するものであり、租税法律主義に反す

るものではないというべきである。 

 したがって、自己に有利となるように特定外国子会社等の決算を修正した損益計算書

等を基礎として未処分所得の金額を計算しようとする場合には、決算の修正の過程を明

らかにする書類及び修正損益計算書等を添付した確定申告を行う必要があるというべき

である。 

（ウ）しかるに、原告は、本件決定処分がされる前に、特定外国子会社等の決算であるＣ社

損益計算書を修正した原告作成損益計算書を添付して確定申告を行っていないのである

から、原告作成損益計算書の作成日時にかかわらず、未処分所得の金額の計算を原告作

成損益計算書に基づいて行うことは認められないというべきである。 

 なお、原告は、確定申告書の提出義務がない以上、確定申告書を提出することは物理

的に不可能である旨主張する。しかしながら、所得税法（平成１８年法律第１０号によ

る改正前のもの。以下同じ。）１２１条１項柱書きは、同項各号のいずれかに該当する

場合には、同法１２０条１項の規定による申告書を提出することを要しないと定めてい

るにすぎないのであるから、同法１２１条１項各号に該当する者であっても、確定申告

書が提出できないということはなく、実際にそのような者が提出する確定申告書でも問

題なく受理される。 

（エ）さらに、所得税に係る納付すべき税額は第一義的には納税者のする申告により確定す

るものであるところ、上記（ア）のとおり、確定申告書に添付することなく損益計算書

を税務署長に提出されることを措置法は予定していないから、確定申告書を提出しない

まま修正損益計算書を税務署長に提出したとしても、当該修正損益計算書は納付すべき

税額の確定方式を定めた国税通則法（平成１８年法律第１０号による改正前のもの。以

下「通則法」という。）１６条に規定する確定申告書になり得ず、当該提出行為にはい

かなる法的効果も生じない。 

 そのため、税務署長が、修正損益計算書に基づかずに特定外国子会社等の未処分所得

の金額の計算を行い、所得税の決定処分をしたとしても、当該決定処分は適法というべ

きである。 

（オ）なお、原告は、平成１７年分の所得税に係る一連の調査において原告作成損益計算書

を示しておらず、異議調査の段階になって初めて原告作成損益計算書を異議調査担当職

員に提出しているが、この原告作成損益計算書は、本件決定処分による課税を免れるこ

とを意図して後に作成されたものであることが明らかであり、異議調査の前に原告作成

損益計算書が存在していたことをうかがわせる事情はない。そして、原告作成損益計算

書が本件決定処分以前に存在していなかった以上、これを確定申告書に添付することは

およそ不可能であるから、原告作成損益計算書に基づく未処分所得の金額の計算が許さ

れる余地はないというべきである。 

イ 未処分所得の金額の計算を原告作成損益計算書に基づいて行うことは確定決算主義に反

し許されないこと 

（ア）内国法人の課税所得の計算は、ある事業年度につき、確定した決算を基礎とし、これ
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に法人税法の観点から調整を加え、課税所得を算出するという確定決算主義を採用して

おり、我が国の法人税法等の適用においては、確定した決算によらない単なる会計書類

に基づいて減価償却費を損金の額に算入することは、およそ想定されていない（法人税

法７４条１項参照）。 

 このような確定決算主義が採用されている趣旨は、企業利益の測定について、外部の

第三者と行われる外部取引と異なり、内部取引のように対外的には実現されないものに

ついては、株主総会等の手続を要件とし、内部的なコントロールを加えることによって

適切な処理を図ることにある。そして、減価償却費のような内部取引に基づく費用は、

対外的には実現されず、法人において金額を決定する費用となるため、その適切な処理

を図ることが必要となる。そこで、確定決算主義の下では、減価償却費等の内部取引の

計上において、①一定の時点において減価償却費等の金額を決定し、これを変更できな

いものとすることにより、費用に計上されていない減価償却費について、決算が確定し

申告書を提出した後においてなお損金の額への算入を求めるような恣意的な経理処理を

防止するとともに、②当該減価償却費の金額の決定に当たっては、株主総会の承認等を

要求することにより、内部的なコントロールを期待することによって、その適正な処理

を図り、課税の安定を確保しているところである。 

 以上からすれば、一旦、内国法人において確定した決算により決定された減価償却費

の金額につき、申告の際に任意に変更することは、確定決算主義に反し許されないとい

うべきである。 

（イ）措置法施行令３９条の１５第１項１号が、特定外国子会社等の本店所在地国における

決算につき一定の修正を許容しているのは、我が国と当該本店所在地国との会計制度の

違いによる不都合を解消するため、すなわち、外国と我が国の会計制度の差異（会計制

度の大枠の差異のみならず、会計制度の細部の差異（会計処理の差異）を包摂する。以

下同じ。）を調整するためであり、特定外国子会社等における決算の修正の範囲は、飽

くまで当該本店所在地国と我が国との会計制度の差異の調整にとどまるものである。 

 そして、措置法施行令３９条の１５第１項１号は、当該本店所在地国の会計制度に従

った決算を本邦法令の規定の例に準じて計算する場合において、会計制度の差異の調整

をすることで、当該本店所在地国の会計制度に従った決算を我が国における確定した決

算と同程度の実質を備えさせることにより、我が国において確定した決算における経理

を要件としている規定を適用することを可能にする趣旨の規定であるから、同号を適用

して特定外国子会社等の未処分所得の金額の計算をする場合、確定決算主義の趣旨を前

提にしていることは明らかである。 

 したがって、特定外国子会社等における決算の修正の範囲は飽くまで本店所在地国と

我が国会計制度の差異の調整にとどまるべきであり、措置法施行令３９条の１５第１項

１号の趣旨を超えて特定外国子会社等の本店所在地国の決算における減価償却費の金額

を任意の金額に修正することは、我が国における確定決算主義の趣旨に反し、許容され

ていないというべきである。そして、同号の趣旨を超えて上記決算を修正することが許

されないことは、一般に公正妥当と認められる会計処理の基準（法人税法２２条４項参

照。以下「公正処理基準」という。）と確定決算主義が密接に結び付いており、同項の

適用において確定決算主義の趣旨が及ぶことからも導き出されるものである。 
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 そのため、Ｃ社損益計算書を基に本邦法令の規定の例に準じて修正損益計算書等を作

成する際においても、Ｃ社損益計算書において計上した減価償却費をそのまま基礎とし

なければならず、その上で会計制度の差異を調整する限度で再計算をして調整所得金額

を計算することが許容されるのであって、本件油そう船に係る減価償却費の金額自体を

申告の際になって再計算することは許されないというべきである。すなわち、本件では、

飽くまで、特定外国子会社等の決算を基礎として本邦法令の規定における償却限度額の

範囲内において減価償却費を損金の額に算入することが認められるにすぎないというべ

きである。 

 しかるに、原告作成損益計算書に基づく減価償却費の金額の再計算は、Ｃ社のシンガ

ポールにおける決算において計上されている減価償却費の金額について会計制度の差異

の調整の範囲を逸脱して任意に再計算を行おうとするものであるから、措置法施行令３

９条の１５第１項１号が前提とし公正処理基準と密接に結び付いた確定決算主義の趣旨

に反し、認められないというべきである。 

ウ 原告作成損益計算書に基づく未処分所得の金額の計算は公正処理基準に反し許されない

こと 

（ア）法人税法２２条４項は、収益及び損金の額に算入すべき金額について、公正処理基準

に従って計算することを要請しているところ、措置法施行令３９条の１５第１項１号所

定の「本邦法令の規定」に法人税法２２条４項が含まれることは明らかである。そして、

同条２項及び３項所定の「別段の定め」とは、税法上計算方法等が明らかである規定を

想定しているものであり、特別法等が存在しているとしても、少なくとも、当該特別法

等において計算方法等が明らかでない事項で、かつ、企業会計上のものについては、な

お同条４項が適用され又はその趣旨が及ぶというべきである。 

 特定外国子会社等の未処分所得の金額は、特定外国子会社等の各事業年度の決算に基

づく所得の金額につき、法人税法及び措置法による各事業年度の所得の金額の計算に準

ずるものとして政令で定める基準により計算した金額を基礎として欠損の金額に係る調

整を加えることとされているところ、政令である措置法施行令３９条の１５第１項１号

を適用する場合の外国と我が国会計制度の差異の具体的な調整方法については税法に明

確な規定がない。 

 したがって、特定外国子会社等の未処分所得の金額の計算は、収益及び費用や損失に

関するもので、かつ、法令上においては明確な計算方法等の規定がない企業会計上のも

のとして、公正処理基準により行われるものというべきである。 

（イ）この点につき、減価償却の目的は、昭和３５年の大蔵省企業会計審議会の「企業会計

原則と関係諸法令との調整に関する連続意見書」（乙４７）において、「減価償却の最も

重要な目的は、適正な費用配分を行なうことによって、毎期の損益計算を正確ならしめ

ることである。このためには、減価償却は所定の減価償却方法に従い、計画的、規則的

に実施されねばならない。利益におよぼす影響を顧慮して減価償却費の金額を任意に増

減することは、右に述べた正規の減価償却に反するとともに、損益計算をゆがめるもの

であり、是認し得ないところである。」とされているとおり、そもそも、取得した減価

償却資産の適正な費用配分を行うことを目的とするものである。 

 原告の主張する計算は、平成１１年９月期ないし平成１６年９月期の各事業年度の税
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引後損益が０Ｓ＄になるように、減価償却費の金額を修正するものであり、平成１７年

９月期の本件油そう船の譲渡益を、自己の都合の良いように修正する（譲渡益をなかっ

たことにする）ことが目的であることは明らかであり、この計算は正に損益計算をゆが

めるものであるというほかない。 

 したがって、原告の主張する減価償却費の金額の再計算は、平成１７年９月期の損益

計算をゆがめるものであって、公正処理基準に反し許されないというべきである。 

（ウ）また、株主総会での承認や報告を経て確定した財務諸表は、配当制限その他の規制や

各種の契約条件の遵守の確認及び課税所得の計算にも利用されていることから、そこに

おける利益計算を事後的に修正すると、利害調整の基盤が揺らぐこととなる。そこで、

企業会計上、過去の利益計算に修正の必要が生じても、過去の財務諸表を修正すること

なく、要修正額を前期損益修正として当期の特別損益項目に計上する方法が用いられて

いる（企業会計原則第２・６及び同注１２）。 

 法人税務上も、上記と同様に、各事業年度に発生した損失は、その発生事由を問わず、

その事業年度の損金の額に算入することによって益金から控除し、その結果として、損

失を計上した事業年度が欠損となったような場合には、その欠損については、欠損金の

繰戻しによる還付（法人税法８０条）又は青色申告書を提出した事業年度の欠損金の繰

越し（同法５７条）の制度を通じて、前後の課税関係が調整される。 

 そのため、財務諸表の適正性を判断する際の判断基準となる企業会計原則においては、

過去の財務諸表を遡って修正することとなる遡及修正は認められていないから、原告の

主張する減価償却費の金額の再計算は、原告の主張するように企業会計基準第２４号

「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（甲２７。以下「過年度遡及会計基

準」という。）の適用がないとしても、公正処理基準に反するものである。 

 他方、仮に、過年度遡及会計基準に従ったとしても、本件は、過年度遡及会計基準に

よる遡及処理の対象となるものではない上、過年度遡及会計基準は、一定の場合に過年

度の財務諸表の額の訂正計算処理を行うことを認め、その遡及処理が行われた場合には、

過去の期間における遡及処理の累積的影響額を、貸借対照表上、遡及処理後の当期の期

首の残高に反映させることを認めるものであって、過年度の決算処理を遡及的に修正す

ることまで認めるものではないから、原告作成損益計算書のように過去の決算上の減価

償却費の金額を遡及して修正することが許されるものではない。 

 したがって、原告の行った過去に遡って減価償却費の金額の再計算を行う処理は、企

業会計原則における前期損益修正においても、また、過年度遡及会計基準においても、

いずれも認められておらず、公正処理基準に反するものであって許されないというべき

である。 

エ Ｃ社が特定外国子会社等に該当しない平成１１年９月期及び平成１２年９月期の損益計

算書について再計算を行うことは許されないこと 

 外国子会社合算税制は、特定外国子会社等の各事業年度の留保所得を居住者の所得に合

算して課税するものであるから、特定外国子会社等に該当しない事業年度における損益を

課税対象として認識するものではなく、未処分所得の計算をするに当たり、特定外国子会

社等に該当しない事業年度の決算までをも修正して損益計算を行うことはできない。 

 原告は、原告作成損益計算書において、Ｃ社の平成１１年９月期及び平成１２年９月期



17 

を含めてＣ社損益計算書を修正しているが、これらの事業年度については、そもそもＣ社

は特定外国子会社等に該当しないのであるから、特定外国子会社等の未処分所得の計算を

取り扱う規定である措置法４０条の４第２項２号及び措置法通達６６の６－１０を適用す

る余地はない。 

 また、措置法施行令２５条の２０第５項は、特定外国子会社等の未処分所得の金額の計

算に当たって行う欠損金額の調整について、「特定外国子会社等…に該当しなかった事業

年度を除く」と明確に規定している。そのため、本件決定処分に係る特定外国子会社等の

未処分所得の金額の計算に当たって、特定外国子会社等に該当しない平成１１年９月期及

び平成１２年９月期のＣ社損益計算書の欠損金額を繰り越すことはできないものであり、

同様に、外国子会社合算税制の適用がない当該事業年度の損益計算書の損益計算を修正す

る理由もないから、Ｃ社損益計算書の対象の各事業年度のうち特定外国子会社等に該当し

ない事業年度の損益計算を修正した原告作成損益計算書に基づいて未処分所得の金額の計

算を行うことはできないというべきである。 

（原告の主張の要旨） 

（１）未処分所得の金額の計算をＣ社損益計算書に基づいて行うことは許されないこと 

 未処分所得の金額の計算は、本邦法令の規定の例に準ずる計算が原則とされており、措置

法施行令２５条の２０第２項が本店所在地国の法令に基づいて計算をすることができる旨定

めているとおり、本店所在地国の法令における決算をそのまま利用するか否かは、納税者の

選択に委ねられている。 

 したがって、特定外国子会社等の決算を利用することができるのは、飽くまで納税者の側

で本店所在地国の法令による計算を選択した場合に限られ、課税当局が独自に特定外国子会

社等の決算に基づいて未処分所得の金額を計算し、所得税の決定処分をすることはできない

というべきである。 

 しかるに、本件決定処分は、原告が本店所在地国の法令による計算を選択していないにも

かかわらず、Ｃ社の未処分所得の金額の計算をＣ社損益計算書に基づいて行っているのであ

るから、措置法４０条の４の適用を誤った違法があるというべきである。 

（２）未処分所得の金額の計算は原告作成損益計算書に基づいて行うべきであること 

ア 未処分所得の金額の計算（本件油そう船の減価償却費の金額の再計算）を原告作成損益

計算書に基づいて行うと適用対象留保金額が零となること 

 原告作成損益計算書は、Ｃ社の決算に基づいて本邦法令の規定の例に準じて計算をした

ものであり、その内容は別表１－２記載のとおりである。すなわち、本件油そう船の減価

償却費の金額を本邦法令の規定の例に準じて再計算すると、本件油そう船は、総トン数が

２０００トン以上であるから、耐用年数が１３年となり（減価償却資産の耐用年数等に関

する省令（平成１９年財務省令第２１号による改正前のもの。以下同じ。）１条１号、別

表第１）、取得年月が平成１１年５月であるから、法定償却方法は定率法となる（法人税

法施行令５３条１号）。そうすると、本件油そう船の償却限度額は別表１－２（２枚目）

の「償却限度額」欄記載のとおりとなるところ、Ｃ社は当該償却限度額の範囲内で任意の

金額を減価償却することができるから、原告は本件油そう船の減価償却費の金額を同表

（２枚目）の「当期償却額」欄記載のとおりとして計算した。その結果、本件油そう船の

売却価格が平成１６年９月期末の帳簿価額を下回り、４２万８４２１Ｓ＄の売却損が発生
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することになる。 

 したがって、Ｃ社に未処分所得の金額が生ずることはなく、Ｃ社の平成１７年９月期に

係る適用対象留保金額は零と算出される。 

イ 確定申告や確定申告書への原告作成損益計算書の添付が必要でないこと 

（ア）原告は、Ｂのみから給与の支払を受ける給与所得者であり、平成１７年の給与等の金

額が２０００万円以下で年末調整を受けていたところ、未処分所得の金額の計算を原告

作成損益計算書に基づいて行うと、適用対象留保金額が零となり、雑所得が生ずること

もなかったため、確定申告書を提出する義務がなかった（所得税法１２１条１項）。そ

のため、原告が平成１７年分の所得税について確定申告を行わなかったことは当然のこ

とであり、確定申告書に原告作成損益計算書を添付する義務（措置法４０条の４第５

項）もない。そして、確定申告の義務がない居住者が確定申告を行うのは、原則として

還付申告（所得税法１２２条）を行う場合であり、原告のように確定申告の義務がない

にもかかわらず特定外国子会社等の損益計算書を添付した確定申告を行わなければなら

ないとする税法の定めは存しない。 

 そして、措置法４０条の４第５項が損益計算書等を確定申告書に添付しなければなら

ない旨を定めているのは、課税当局が特定外国子会社等を把握して居住者に合算される

所得を調査するという徴税側の便宜のためにすぎず、納税者に損益計算書等の提出を強

制するものではないと考えられる。また、そもそも、措置法上、確定申告書に修正損益

計算書を添付して提出することが定められているものではない。 

 したがって、本邦法令の規定の例に準ずる計算を行う要件として、確定申告書に原告

作成損益計算書等の添付をすることが求められているものではないというべきである。 

（イ）また、我が国の法人税法が確定決算主義を採用していることと特定外国子会社等の未

処分所得の金額の計算は、全く次元の異なるものであり、前者が後者に「確定した決

算」を求めることの根拠となるものではない。すなわち、特定外国子会社等の未処分所

得の金額の計算は、租税回避を防止するために設けられた外国子会社合算税制における

特殊な計算規定であり、特定外国子会社等の所得のうちどのような部分を合算対象とす

るかは立法政策に委ねられている。そして、措置法施行令３９条の１５第１項１号は

「決算」とのみ規定し、「確定した決算」と規定していないのであるから、合算対象と

なる特定外国子会社等の所得を算出する際に基とされる決算は、必ずしも「確定した決

算」である必要はないものと解される。そのため、同号は、特定外国子会社等の決算を

修正した計算書類について、我が国における「確定した決算」と同程度の実質を有する

ことを担保する何らかの手続的な措置がされなければならないことを定めたものではな

いというべきである。 

（ウ）措置法通達６６の６－１０（２）は、「決算の修正の過程を明らかにする書類を当該

損益計算書等に添付するものとする」と定めており、納税者に対し「書類」を「添付」

することを命令し、又は少なくとも書類の添付を求めているものと解される。 

 しかしながら、このような事項は実定法の定めるところにより要求されるべきもので

ある上、そもそも、通達は、上級行政庁の下級行政庁への命令であり、行政組織の内部

では拘束力を有するが、国民に対して拘束力を有する法規ではない。そして、税法にお

ける通達には、納税者が行った確定申告や税務処理等に対して、当局がどのような取扱
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いを行うべきかが示されているにとどまり、通達の文言上、少なくとも納税者のみが主

語となることはないものと考えられる。 

 また、措置法通達６６の６－１０（２）は、管理上の都合から、決算の修正の過程を

明らかにする書類が損益計算書等に添付されていることが望ましいと考えていることを

示すものにとどまり（同通達の「するものとする」という文言は、義務ではなく、期待

されていることを定めるものにすぎない。）、納税者は、同通達に拘束されるものではな

く、損益計算書等に決算の修正の過程を明らかにする書類を添付することは、本邦法令

の規定の例に準ずる計算を行う上で必須の手続ではないというべきであるから、同通達

が求める手続に従っていない場合であっても、本邦法令の規定の例に準ずる計算が認め

られないことはないものと解される。 

 そして、措置法通達６６の６－１０が法令に存しない要件を通達によって付加してい

るものであるとすれば、通達としての存在を超え、納税者に対して新たな要件を付加す

るものとしか解釈できないのであるから、租税法律主義に反するというべきである。 

（エ）納税者に確定申告の義務がない場合、当該納税者には特定外国子会社等に係る修正損

益計算書を確定申告書に添付して当局に提出する機会がない。そのため、当該納税者は、

本邦法令の規定の例に準じて再計算をした修正損益計算書を保管しておくことを要し、

後日、課税当局から問い合わせを受け、又は税務調査を受けた場合には、当該修正損益

計算書を調査官に示すことにより、課税対象留保金額がないため確定申告義務がないこ

とを説明することが必要となるにとどまる。 

 しかるところ、本邦法令の規定に基づく原告作成損益計算書は、本件決定処分が行わ

れた平成２３年３月１０日より前の同月３日に作成されており、原告の顧問税理士が今

治税務署職員に対して提出しようとしたにもかかわらず、今治税務署職員が、原告作成

損益計算書の提出を威嚇して妨げ、受取を拒否したことから、同日に提出することがで

きず、異議調査が始まった最初の日である同年５月１２日に提出されたものである。 

 したがって、本件決定処分より前に本邦法令の規定に基づく原告作成損益計算書が作

成されていたのであるから、原告が原告作成損益計算書に基づいて行った前記アの計算

を否定することはできないというべきである。 

 そして、本件決定処分は、法律上の根拠がないのに、原告作成損益計算書を考慮せず、

Ｃ社損益計算書のみを採用し、恣意的な資料の選択に基づいて行われたものであるから、

違法であることは明らかである。 

ウ 未処分所得の金額の計算と確定決算主義は無関係であり、原告は未処分所得の金額の計

算を原告作成損益計算書に基づいて正しく行っていること 

（ア）被告は、内国法人の課税所得の計算が「確定した決算」に基づいてされていることや、

減価償却費が損金経理を要求される事項であること等をるる主張するが、これらは飽く

まで内国法人の課税所得の計算に係る事項であり、失当というべきである。特定外国子

会社等は、当然のことながら外国法人であり、外国法人の本店所在地国によって異なる

会計基準や会計制度があり、財務諸表の形式も異なる。そして、Ｃ社はシンガポール法

人であるから、その決算書はシンガポール会社法及びシンガポール会計基準により作成

されるのであって、内国法人の財務諸表の作成手続や課税所得の計算は、一切関係がな

い。 
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 外国子会社合算税制は、租税回避の防止という趣旨に基づき、本来は居住者又は内国

法人の課税所得ではない外国法人の稼得した所得を、居住者又は内国法人の収益の額と

みなして合算する制度である。外国法人の所得を居住者又は内国法人の収益の額とみな

して合算する仕組みは、税務上のみの概念で、かつ、非常に技術的な手法によるもので

あり、会計上の連結決算とも全く異なるものである。したがって、日本の居住者又は内

国法人を対象として制定されている本邦の法令に基づく確定決算主義を用いて合算の過

程の全てを説明することができるものではない。 

 このように、特定外国子会社等の所得の金額について居住者又は内国法人の収益に合

算する仕組みを持つ外国子会社合算税制は、少なくとも我が国の公正処理基準の及ばな

い外国における決算制度を前提としているという点において、手続のあらゆる面におい

て公正処理基準の範疇に収まっていることが前提とされている内国法人についての税制

とは、明らかに異質の税制というべきである。 

 原告が行った減価償却費の金額の再計算は、特定外国子会社等の決算を基にして、原

告に合算すべき所得金額を算出するために行っている計算であり、特定外国子会社等の

会計処理を変更しているわけではない。 

 この再計算を行うに際して、原告作成損益計算書においてもなぜＣ社損益計算書上の

減価償却費の金額をそのまま用いなければならないかについて、被告は何ら法令上の根

拠に基づいた主張を行っていない。そして、Ｃ社の損益計算書は確定した決算の実質を

備えていないものの確定決算主義の趣旨が及ぶとする被告の主張は、法令上の根拠を欠

いており、論理的にも失当というべきである。 

（イ）特定外国子会社等であるＣ社の所在するシンガポールにおいては、シンガポールの会

計基準に基づき、本件油そう船の減価償却について、償却方法は定額法、耐用年数は１

０年が採用され、本件油そう船の取得事業年度から売却事業年度の前事業年度までの各

事業年度にわたり、償却限度額と同額の減価償却費が計上されている。これに対し、本

邦法令の規定に従った減価償却を行うと、償却方法は定率法、耐用年数は１３年となる

から、ここに日本とシンガポールとにおける「会計処理の差異」が生じている。さらに、

日本とシンガポールにおいては減価償却の方法が異なるから、Ｃ社が特定外国子会社等

に最初に該当した事業年度（平成１３年９月期）の期首簿価が正しく計算されていない

こととなるため、本件油そう船を取得した当初の事業年度である平成１１年９月期から、

再計算を行う必要がある。 

 したがって、原告は、当該差異を調整すべく、減価償却費の金額の再計算を行い、原

告の雑所得の金額の計算上総収入金額に算入されるＣ社の未処分所得の金額を計算した。

以上の原告の会計処理の差異の調整は、措置法施行令３９条の１５に規定する本邦法令

の規定の例に準ずる計算に該当する。 

（ウ）Ｃ社がシンガポールの法令に基づいてした減価償却は、シンガポールの法令上適法な

手続を経て、シンガポール当局に提出された財務諸表に計上されているものであるが、

外国子会社合算税制の適用を受け、原告の雑所得として合算される未処分所得の金額を

計算するに当たっては、シンガポールにおいて計上された減価償却費の金額ではなく、

本邦法令の規定に基づく耐用年数、償却率及び償却方法を用いて日本において計算され

た減価償却費の金額こそがＣ社の姿を正しく表すものと解されるため、原告は本邦法令
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の規定の例に準じて日本における減価償却費の金額を正しく計算することで正しい未処

分所得の金額を算出したものであり、何ら恣意的な計算など行っていないことは明らか

である。 

 すなわち、減価償却費に係る本邦法令の規定は、特定外国子会社等の決算にそのまま

適用することができないため、措置法施行令３９条の１５第１項１号に従い、本邦法令

の規定の例に準ずる減価償却費の金額の計算が行われるのであり、この計算は、特定外

国子会社等の本店所在地国における適法な減価償却費の金額を未処分所得の金額の計算

という観点から見直し、その金額を正しく計算するために本邦法令の規定に従って減価

償却費の金額の再計算をするものと解される。その過程において、既に当該特定外国子

会社等の本店所在地国の法令に基づく決算が確定しているため、内国法人による減価償

却費の費用計上方法である損金経理は実質的に不可能であるが、再計算に当たっては、

損金経理という手続を踏んでいないにもかかわらず、損金経理をしたものとして取り扱

い、当該減価償却費の金額の計算だけは行われたものとすることができるのである。 

 そして、原告は、上記方法を採用して適法にＣ社の減価償却費の金額を法人税法３１

条の規定の例に準じて再計算し、原告の各年分の所得の金額の計算上、合算されること

となるＣ社の未処分所得の金額がいずれも零となることを確認したのである。 

エ 未処分所得の金額の計算を原告作成損益計算書に基づいて行うことは公正処理基準に反

するものではないこと 

（ア）法人税法２２条４項は、内国法人の収益の額（同条２項）並びに費用及び損失の額

（同条３項）につき、公正処理基準に従って計算されるものと定めている。そして、同

条２項及び３項に規定する「別段の定め」については、同条４項は適用されないことと

されている。 

 措置法は、各国税に関する特別措置を定めた法律であり、その規定は個別租税法の規

定に対する特例としての性質を有するものであるから、外国子会社合算税制のような措

置法の特例規定についても、上記「別段の定め」と同様、法人税法２２条４項の規定の

適用はないものと考えられる。 

 したがって、適用対象留保金額の算出過程において行われた再計算そのものが、法人

税法２２条４項ないし過年度遡及会計基準に照らし違法と解されることはない。そうす

ると、同項が問題となり得るとすれば、それは当該再計算の内容を判断する場合である

が、再計算の内容の是非については過年度遡及会計基準では問題にされておらず、また、

減価償却費については同法３１条が「別段の定め」となるため同法２２条４項の対象外

であるので、Ｃ社に係る損益計算書が公正処理基準に適合しているか否かは判断の対象

とはならない。 

 仮に公正処理基準の適用を受ける可能性があるとしても、原告は、再計算の過程にお

いて、償却限度額の範囲内で減価償却費の金額を設定したにすぎず、当初、Ｃ社がシン

ガポールの決算において計上した減価償却費の金額が、飽くまでも原告に合算される適

用対象留保金額の算出過程においては正しくなかったために再計算の処理を行ったもの

であるから、損益計算をゆがめるために減価償却費の金額を任意に増減させたものでは

ない。そして、内国法人は、減価償却費の計上に当たり、常に法定の償却限度額と同額

を計上するわけではなく、償却限度額の範囲内で当該事業年度の減価償却費の金額を決
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定することは任意の増減とは捉えられていない。 

（イ）また、Ｃ社の適用対象留保金額の算出過程は、Ｃ社の正式な「決算書」の修正には該

当せず、「会計上の変更」にも「過去の誤謬の訂正」にも該当しないから、過年度遡及

会計基準の適用範囲にそもそも該当しない。すなわち、適用対象留保金額の算出過程に

おいて減価償却費の金額を再計算したところで、シンガポール法人であるＣ社の平成１

１年９月期ないし平成１７年９月期の「決算書」（乙９ないし１５）における財務諸表

は一切変更されず、当該再計算は「会計上の変更」には該当しない。また、当該算出過

程において減価償却費の金額を再計算したとしても、Ｃ社が行った以前の減価償却費の

金額の計算が誤っていたわけではないため、当該再計算は「過去の誤謬の訂正」にも該

当しない。 

 したがって、Ｃ社の適用対象留保金額の算出過程は、過年度遡及会計基準の適用範囲

に該当しないから、当該会計基準における会計上の取扱いはＣ社には適用されない。そ

して、原告の再計算は、原告の雑所得金額の算出のために行ったものにすぎず、Ｃ社の

シンガポールにおける決算自体に影響を与えるものではないから、減価償却費の金額の

事後的変更ではなく、公正処理基準に反する処理でないことは明らかである。 

 仮に、本件における処理が過年度遡及会計基準の適用範囲内であるとしても、原告の

した計算は不適法とはならない。すなわち、過年度遡及会計基準は平成２３年４月１日

以後に開始する事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正から

適用される。そして、本件において問題となっているＣ社の対象事業年度は、平成１１

年９月期ないし平成１７年９月期であり、また、原告本人の会計処理が問題となると仮

定しても、処分対象が平成１７年の所得税であるから、過年度遡及会計基準は適用され

ないこととなる。 

オ Ｃ社が特定外国子会社等に該当しない平成１１年９月期及び平成１２年９月期の損益計

算書について再計算を行うことが許されること 

（ア）そもそも、減価償却とは、各事業年度における減価償却資産の減価額であるが、どの

償却方法で減価償却を行うかは、所得税及び法人税の税額に影響するところが大きく、

所得計算の適正を維持するためには同一の償却方法を継続的に用いることが必要である

ため、本邦の法令においては、納税者は、その選定した償却方法を所轄税務署長に届け

出なければならず（所得税法施行令（平成１９年政令第８２号による改正前のもの。以

下同じ。）１２３条２項、法人税法施行令５１条２項）、また、選定した償却方法を変更

しようとする場合には、所轄税務署長の承認を受けなければならない（所得税法施行令

１２４条、法人税法施行令５２条）。そして、企業会計原則第１・５には、「企業会計は、

その処理の原則及び手続を毎期継続して適用し、みだりにこれを変更してはならない」

という継続性の原則が定められている。このように、減価償却の方法については、一度

選択した以上、継続性の原則に基づき、同一の償却方法を継続適用することが予定され

ているのであり、毎年償却方法を変更するというようなことは全く想定されていない。 

 そして、Ｃ社は本件油そう船を１９９９年（平成１１年）５月に取得し、シンガポー

ルの法令上は定額法（１０年）を適用して減価償却を行っていた。Ｃ社が特定外国子会

社等に初めて該当したのは２００１年（平成１３年）９月期であり、本邦の法令上は定

率法（１３年）が適用されているところ、的確に減価償却を行うためには、同事業年度
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から償却方法を定額法から定率法へ変更するのではなく、本件油そう船の取得当初から

法定償却方法である定率法及び耐用年数を用いて償却費を計算する方が、本件油そう船

に係る減価償却費を正しく計上することができるものと考えられる。そうすると、平成

１１年９月期及び平成１２年９月期については、Ｃ社は特定外国子会社等には該当しな

いものの、減価償却費の統一的な適用に鑑み、本邦の法令においては、取得当初より定

率法を用いることが妥当であると解される。 

（イ）Ｃ社が本件油そう船を譲渡した平成１７年分のＣ社の未処分所得の金額の計算に当た

って、被告が合算対象の所得があると主張する当該所得の基となっているのは、本件油

そう船の譲渡に起因する譲渡益部分であるところ、その譲渡損益を正確に計算するに当

たっては、本件油そう船の取得価額、各年において計上した減価償却費及び譲渡価額の

各要素が必要となる。すなわち、本件油そう船の譲渡損益は、譲渡価額から期首におけ

る帳簿価額を控除した金額となるところ、期首における帳簿価額は、前年以前における

減価償却累計額によって異なることとなり、期首における帳簿価額が異なれば、当然に

譲渡損益の金額も異なることとなる。そして、期首における帳簿価額を正しく算定した

場合に、当該帳簿価額が譲渡価額を上回っている場合には、譲渡損失が発生する。 

 そうすると、特定外国子会社等に該当する平成１７年９月期のＣ社の未処分所得の金

額の計算を正しく行うために、Ｃ社が特定外国子会社等に該当しない平成１１年９月期

及び平成１２年９月期においても、当該各事業年度の減価償却費の金額の計算について

は、法人税法３１条の規定の例に準ずる計算として、日本における減価償却費の金額の

再計算を行うことができることとなる。 

（ウ）なお、特定外国子会社等に該当していない期間の繰越欠損金についても、日本のルー

ルに従った再計算で算定されなければならない。すなわち、再計算の結果、繰越欠損金

が発生する場合に初めて措置法施行令２５条の２０第５項の適用が問題になる。本件に

ついてみると、別表１－２記載のとおり、Ｃ社の損益を再計算すると、そもそも平成１

１年９月期及び平成１２年９月期の税引前損益はゼロであり、繰越欠損金の問題は生じ

得ない。 

 したがって、平成１１年９月期及び平成１２年９月期について措置法施行令２５条の

２０第５項を適用する余地はないのであるから、同項が適用対象金額の算定上控除でき

る繰越欠損金を「特定外国子会社等に該当しなかった事業年度を除く」としていること

を理由として、Ｃ社が特定外国子会社等に該当する前の平成１１年９月期及び平成１２

年９月期の減価償却費の金額を修正することはできないとする被告の主張は根拠がない

というべきである。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 本件においては、措置法４０条の４第１項所定の適用対象留保金額の算定の基礎となる同条

２項２号所定の未処分所得の金額の計算について、措置法施行令２５条の２０第１項に規定す

る同施行令３９条の１５第１項１号に掲げる金額の算出をＣ社損益計算書に基づいて行うべき

か、原告作成損益計算書に基づいて行うべきかが争われており、具体的には、本件油そう船に

係る減価償却費の金額の計算をＣ社損益計算書に記載された金額（同社の決算において経理さ

れた金額）を基礎として行うべきか、原告作成損益計算書に記載された金額を基礎として行う

べきかが問題となる。 
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 そこで、以下、措置法４０条の４第１項の定める外国子会社合算税制の趣旨等についてみた

上で、措置法施行令３９条の１５第１項１号所定の本邦法令の規定の例に準ずる計算の方法に

ついて検討することとする。 

２ 外国子会社合算税制の趣旨等について 

（１）措置法４０条の４第１項は、居住者に係る外国関係会社（同条２項１号）のうち、本店所

在地国におけるその所得に対して課される税の負担が本邦における法人の所得に対して課さ

れる税の負担に比して著しく低いものとして政令（措置法施行令２５条の１９第１項２号）

で定める外国関係会社（各事業年度の所得に対して課される租税の額が当該所得の金額の１

００分の２５以下である外国関係会社）に該当するもの（特定外国子会社等）が、昭和５３

年４月１日以後に開始する各事業年度においてその未処分所得の金額から留保したものとし

て所定の調整を加えた金額（適用対象留保金額）を有する場合には、その金額のうちその者

の有する株式等に対応するものとして所定の方法により計算された金額（課税対象留保金

額）に相当する金額をその者の雑所得に係る収入金額とみなして、各事業年度終了の日の翌

日から２月を経過する日の属する年分に係るその者の雑所得の金額の計算上、総収入金額に

算入する旨を定めている。 

 この規定は、居住者が、法人の所得等に対する租税の負担がないか又は極端に低い国若し

くは地域（タックス・ヘイブン）に法人を設立して経済活動を行い、当該法人に所得を留保

することによって、我が国における租税の負担を回避しようとする事例に対処して税負担の

実質的な公平を図ることを目的として、一定の要件を満たす外国会社を特定外国子会社等と

規定し、その課税対象留保金額を居住者の雑所得の計算上総収入金額に算入することとした

ものと解される（最高裁平成●●年（○○）第●●号同１９年９月２８日第二小法廷判決・

民集６１巻６号２４８６頁、最高裁平成●●年（○○）第●●号同２１年１０月２９日第一

小法廷判決・民集６３巻８号１８８１頁、最高裁平成●●年（○○）第●●号同２１年１２

月４日第二小法廷判決・裁判集民事２３２号５４１頁参照）。 

（２）しかるところ、措置法４０条の４第２項２号は、同条１項に規定する未処分所得の金額と

いう用語の意義について、特定外国子会社等の各事業年度の決算に基づく所得の金額につき、

法人税法及び措置法による各事業年度の所得の金額の計算に準ずるものとして政令で定める

基準により計算した金額を基礎として政令で定めるところにより当該各事業年度開始の日前

７年以内に開始した各事業年度において生じた欠損の金額に係る調整を加えた金額をいう旨

を定めている。 

 そして、措置法施行令２５条の２０第１項は、措置法４０条の４第２項２号に規定する政

令で定める基準により計算した金額は、同条１項に規定する特定外国子会社等の各事業年度

の決算に基づく所得の金額に係る措置法施行令３９条の１５第１項１号に掲げる金額及び同

項２号に掲げる金額の合計額から当該所得の金額に係る同項３号に掲げる金額を控除した残

額とする旨を定め、同項１号には、当該各事業年度の決算に基づく所得の金額につき、本邦

法令の規定の例に準じて計算した場合に算出される所得の金額又は欠損の金額が掲げられて

いる。 

 この措置法施行令の規定は、特定外国子会社等の本店所在地国の法人所得税に係る税制が

様々であるため、その本店所在地国の法令の規定に基づいて計算される所得の金額にもおの

ずから差異が生ずるものであるところ、措置法４０条の４第１項所定の外国子会社合算税制
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においては、特定外国子会社等の課税対象留保金額をその株主である居住者の所得に合算し

て課税する仕組みが採られていることから、その合算の対象となる課税対象留保金額の基礎

となる特定外国子会社等の未処分所得の金額は、原則として、各国の税制によって左右され

ることなく本邦法令の規定の例に準じて統一的に計算することが望ましいと考えられたこと

によるものと解される。そして、措置法施行令３９条の１５第１項１号において同号所定の

所得の金額を本邦法令の規定の例に準じて計算するものとされているのは、本邦法令の規定

の中には、確定した決算における経理を要件として適用することとされている規定（法人税

法３１条、４２条）や青色申告書を提出する法人であることを要件として適用することとさ

れている規定（措置法４３条、４５条の２等）があるなど、一定の要件を付しているものが

あるが、我が国と会計制度の異なる特定外国子会社等の決算についてそのような形式的な要

件を要求すると不都合が生ずる可能性があることから、そのような形式的な要件を満たさな

い場合においても本邦法令の規定の適用を認める趣旨に出たものであると解される。 

（３）他方で、措置法施行令２５条の２０第２項は、措置法４０条の４第１項各号に掲げる居住

者は、措置法施行令２５条の２０第１項の規定にかかわらず、特定外国子会社等の各事業年

度の決算に基づく所得の金額につき、当該特定外国子会社等の本店所在地国の法令の規定に

より計算した所得の金額に当該所得の金額に係る同施行令３９条の１５第２項１号から１３

号までに掲げる金額の合計額を加算した金額から当該所得の金額に係る同項１４号から１６

号までに掲げる金額の合計額を控除した残額をもって措置法４０条の４第２項２号に規定す

る政令で定める基準により計算した金額とすることができる旨を定めている。 

 この措置法施行令の規定は、特定外国子会社等の所得の金額の計算が本店所在地国の法令

に基づいて既にされている場合において、常に本邦法令の規定の例に準ずる統一的な計算を

強制すると、納税者が二重に税務計算をすることを余儀なくされ、過重な事務負担となるお

それもあることから、納税者の便宜のため、例外的に、当該特定外国子会社等の本店所在地

国の法令の規定により計算した所得の金額を基礎として未処分所得の金額の計算をすること

を許容したものであると解される（ただし、本邦法令の規定の例に準じて計算した場合との

著しいかい離が生じないように種々の計算の調整が行われることになる。）。 

３ 措置法施行令３９条の１５第１項１号所定の本邦法令の規定の例に準ずる計算の方法につい

て 

（１）本邦法令の規定の例に準ずる計算の方法の在り方について 

 前記２（２）においてみたとおり、措置法４０条の４第２項２号所定の未処分所得の金額

は、「特定外国子会社等の各事業年度の決算に基づく所得の金額」につき、法人税法及び措

置法による各事業年度の所得の金額の計算に準ずるものとして政令で定める基準により計算

した金額を基礎として所定の調整を加えた金額をいうものとされているところ、上記政令で

定める基準により計算した金額について定める措置法施行令２５条の２０第１項や本邦法令

の規定の例に準じて計算した場合に算出される所得の金額について定める同施行令３９条の

１５第１項１号は、いずれも上記「特定外国子会社等の各事業年度の決算に基づく所得の金

額」について所定の計算をすることにより特定外国子会社等の未処分所得の金額を算出する

ものとしている。 

 そして、決算とは財務諸表を作成する手続をいうところ、財務諸表の作成は法人の財政状

態及び経営成績を利害関係者に対して適正に開示させることを目的として定められた会計制
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度に従って行われるものであるから、特定外国子会社等がその本店所在地国における会計制

度に従って決算を行っている場合には、当該決算が措置法４０条の４第２項２号に規定する

「特定外国子会社等の各事業年度の決算」に当たると認めることができる。 

 このように、未処分所得の金額が「特定外国子会社等の各事業年度の決算に基づく所得の

金額」について計算すべきものとされているのは、特定外国子会社等の本店所在地国の法人

所得税に係る税制が様々であるため、確定した決算における経理を要件とする規定等を厳格

に適用することが困難であるとしても（前記２（２）参照）、法人である以上は利害関係者

に対して財政状態及び経営成績を明らかにするために何らかの形で決算が行われることにな

るから、当該決算に基づく所得の金額を基礎として未処分所得の金額の計算を行うものとす

ることにより、納税者による恣意的な未処分所得の金額の計算を抑制しようとする趣旨に出

たものと解される。 

 このような趣旨に鑑みると、措置法４０条の４第２項２号所定の未処分所得の金額につい

て、措置法施行令２５条の２０第１項に規定する同施行令３９条の１５第１項１号に掲げる

金額の算出をするときは、特定外国子会社等の各事業年度の決算に基づく所得の金額を基礎

として本邦法令の規定の例に準じて計算をすることにより所得の金額を算出すべきであり、

また、当該決算に基づく所得の金額は、当該決算において経理された費用等の金額に基づい

て算出されているものであるから、本邦法令の規定の例に準ずる計算をするに当たっては、

当該決算において経理された費用等の金額を基礎として計算をすべきであり、当該費用等の

金額を事後に任意の金額に修正して計算をすることは許されないものと解するのが相当であ

る。 

 そして、このように解することは、居住者の所得への合算の対象となる課税対象留保金額

の基礎となる特定外国子会社等の未処分所得の金額について、各国の税制によって左右され

ることなく本邦法令の規定の例に準じて統一的に計算することが望ましいとの考えに基づい

て設けられた措置法施行令２５条の２０第１項の趣旨（前記２（２））にも合致するものと

いうべきである。 

（２）措置法施行令３９条の１５第１項１号に基づく減価償却費の金額の計算方法について 

ア 法人税法３１条１項は、内国法人の各事業年度終了の時において有する減価償却資産に

つきその償却費として同法２２条３項（各事業年度の損金の額に算入する金額）の規定に

より当該事業年度の所得の金額の計算上損金の額に算入する金額は、その内国法人が当該

事業年度においてその償却費として損金経理をした金額（損金経理額）のうち、その内国

法人が当該資産について選定した償却の方法（償却の方法を選定しなかった場合には、償

却の方法のうち政令で定める方法）に基づき政令で定めるところにより計算した金額（償

却限度額）に達するまでの金額とする旨を定めている。 

 このように、法人税法３１条１項が減価償却費を損金の額に算入するための要件として

損金経理がされていること（確定した決算において費用として経理されていること（法人

税法２条２５号））を定めているのは、減価償却費の経理のような法人の内部取引（内部

計算事項）については、第三者の介在する外部取引とは異なり、法人の利益の算定におい

て選択的又は恣意的な経理がされるおそれがあることから、法人の財政状態及び経営成績

を利害関係者に対して適正に開示させることを目的として定められた会計制度に従って作

成された財務諸表において費用として経理され、法人の最高の意思決定機関である総会に
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おける承認又は構成員全員の同意がされていることを要するものとし、もって選択的又は

恣意的な経理を抑制し適正な課税の実現を図ろうとする趣旨に出たものであると解される。 

イ しかるところ、前記２（２）において説示したとおり、措置法施行令３９条の１５第１

項１号が同号所定の所得の金額を本邦法令の規定の例に準じて計算するものとしているの

は、本邦法令の規定の中には、確定した決算における経理を要件として適用することとさ

れている規定（法人税法３１条、４２条）や青色申告書を提出する法人であることを要件

として適用することとされている規定（措置法４３条、４５条の２等）があるなど、一定

の要件を付しているものがあるが、我が国と会計制度の異なる特定外国子会社等の決算に

ついてそのような形式的な要件を要求すると不都合が生ずる可能性があることから、その

ような形式的な要件を満たさない場合においても本邦法令の規定の適用を認める趣旨に出

たものであると解される。そのため、特定外国子会社等の各事業年度の決算が本邦法令の

規定における確定した決算に該当しない場合であっても、当該特定外国子会社等の決算に

おいて経理された減価償却費は法人税法３１条１項の規定の例に準じて損金の額に算入さ

れ得ることになる。 

 もっとも、前記（１）において説示したとおり、措置法４０条の４第２項２号並びに措

置法施行令２５条の２０第１項及び３９条の１５第１項１号は、納税者による恣意的な未

処分所得の金額の計算を抑制するため、未処分所得の金額は措置法４０条の４第２項２号

に規定する「特定外国子会社等の各事業年度の決算に基づく所得の金額」について計算す

べきものとしているのであるから、措置法施行令３９条の１５第１項１号に掲げる金額は、

特定外国子会社等の各事業年度の決算に基づく所得の金額を基礎として、本邦法令の規定

の例に準じて計算をすることにより所得の金額を算出すべきであり、本邦法令の規定の例

に準ずる計算をするに当たっては、当該決算において経理された費用等の金額を基礎とし

て計算をすべきであって、当該費用等の金額を事後に任意の金額に修正して計算をするこ

とは許されないものと解される。 

 また、措置法施行令３９条の１５第１項１号が同号所定の所得の金額を本邦法令の規定

の例に準じて計算するものとしているのは、飽くまで、我が国と会計制度の異なる特定外

国子会社等の決算について損金経理等のような形式的な要件を要求すると不都合が生ずる

可能性があることから、そのような形式的な要件を満たさない場合においても本邦法令の

規定の適用を認める趣旨に出たものにとどまり、上記アのとおり、法人税法３１条１項が

減価償却費を損金の額に算入するために損金経理を要するものとした趣旨、すなわち、選

択的又は恣意的な経理を抑制し適正な課税の実現を図るという趣旨までをも不要とするも

のではないというべきである。そして、特定外国子会社等が既にその決算において減価償

却費について経理をしているにもかかわらず、当該減価償却費の金額を事後に任意の金額

に修正することを認めた場合には、上記のような同項が減価償却費を損金の額に算入する

ために損金経理を要するものとした趣旨を損なうこととなり、内国法人に本邦法令の規定

をそのまま適用した場合と著しいかい離を生ずることとなるものであるから、措置法施行

令３９条の１５第１項１号も、そのような修正をした損益計算書に基づいて同号所定の所

得の金額の計算を行うことを許容しているものとは解されない。 

 以上に説示したところに鑑みると、措置法施行令３９条の１５第１項１号に掲げる金額

を算出するために法人税法３１条の規定の例に準じて減価償却費の金額の計算をする場合、
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特定外国子会社等が既にその決算において減価償却費について経理をしているときは、当

該決算に当該特定外国子会社等の本店所在地国の法令の重大な違反があるためその経理に

係る減価償却費の金額を基礎として未処分所得の金額の計算をすることが著しく不当であ

ると認められる特段の事情のない限り、当該決算において経理された減価償却費の金額を

基礎として同条１項所定の償却限度額の限度で損金の額に算入されるものと解するのが相

当であり、当該決算において減価償却費として経理された金額を事後に任意の金額に修正

して措置法施行令３９条の１５第１項１号に掲げる金額を算出することは許されないとい

うべきである。そのため、上記のときにおいて減価償却費として損金の額に算入される金

額は、特定外国子会社等がその決算において減価償却費として経理した金額と償却限度額

のいずれか低い方の金額であり、減価償却費として経理した金額が償却限度額を超える場

合には、その超える金額（以下「償却超過額」という。）は、これが生じた事業年度の翌

年の事業年度において償却限度額に達するまでの金額が損金の額に算入されることになる

（法人税法３１条４項）。 

（３）なお、措置法通達６６の６－１０（２）は、減価償却費等の損金算入など確定した決算に

おける経理を要件として適用することとされている規定については、特定外国子会社等がそ

の決算において行った経理のほか、内国法人が措置法６６条の６の規定の適用に当たり当該

特定外国子会社等の決算を修正して作成した当該特定外国子会社等に係る損益計算書等にお

いて行った経理をもって当該要件を満たすものとして取り扱う旨を定めている。 

 この通達の定めも、上記（１）及び（２）において説示した措置法施行令３９条の１５第

１項１号に関する解釈に基づいて課税実務上の取扱いを定めたものであるとみる限りにおい

て、法令の趣旨に沿った正当なものとして是認することができるものといえる。 

４ Ｃ社の未処分所得の金額の計算について 

（１）以上に説示したところを踏まえて本件についてみるに、前記前提事実（２）オのとおり、

Ｃ社損益計算書（その内容は、別表１－１記載のとおりである。）は、Ｃ社が、シンガポー

ルの法令に基づき、平成１１年９月期から平成１７年９月期までの各事業年度の決算に係る

財務諸表の一つとして作成され、公認会計士の監査及び株主全員の承認を受けたものである

から、Ｃ社が利害関係者に対して財政状態及び経営成績を明らかにするために作成したもの

であり、特定外国子会社等の各事業年度の決算（措置法４０条の４第２項２号、措置法施行

令２５条の２０第１項、３９条の１５第１項１号）により作成されたものであると認められ

る。 

 そして、Ｃ社損益計算書の記載に係るＣ社の上記各事業年度の決算につき、その経理に係

る減価償却費の金額を基礎として未処分所得の金額の計算をすることが著しく不当であると

認められるようなシンガポールの法令の重大な違反があることをうかがわせる事実を認める

に足りる証拠はないから、本件において前記３（２）イの特段の事情があるとは認められな

い。 

 したがって、本件において、措置法４０条の４第２項２号所定の未処分所得の金額につい

て措置法施行令２５条の２０第１項に規定する同施行令３９条の１５第１項１号に掲げる金

額の算出をするときは、Ｃ社の決算において経理された減価償却費の金額を記載したＣ社損

益計算書に基づいて計算を行うべきであり、その際、本件油そう船に係る減価償却費の金額

の計算は、Ｃ社損益計算書に記載された減価償却費の金額（同社の決算において経理された
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金額）を基礎として法人税法３１条１項所定の償却限度額の限度で損金の額に算入されるも

のというべきである。すなわち、減価償却費として損金の額に算入される金額は、Ｃ社損益

計算書に記載された減価償却費の金額（同社の決算において経理された金額）と償却限度額

のいずれか低い方の金額であり、減価償却費として経理した金額が償却限度額を超える場合

には、その償却超過額は、これが生じた事業年度の翌年の事業年度において償却限度額に達

するまでの金額が損金の額に算入されることになる。 

 したがって、Ｃ社の未処分所得の金額の計算は、別紙３の１記載のとおりとなるというべ

きである（なお、本件では、別表４記載のとおり、平成１５年９月期において償却超過額が

生じているが、平成１６年９月期においても償却超過額が生じており、本件油そう船を売却

した平成１７年９月期には減価償却費について損金として経理がされていないことから、償

却超過額の取扱いについて定める法人税法３１条４項の適用はない。）。 

（２）これに対し、前記前提事実（４）ウのとおり、原告作成損益計算書は、原告が、本件決定

処分等を不服として異議申立てをした後の平成２３年５月１２日に今治税務署長に提出した

ものであり（原告の主張を前提としても、その作成は同年３月３日にされたものである。）、

その内容は別表１－２記載のとおりである。そして、証拠（甲７ないし１２、１９、乙１７

ないし２８、３８ないし４０）及び弁論の全趣旨によれば、原告作成損益計算書は、原告が、

平成１７年分の所得税について税務調査を受けた後、今治税務署の税務調査担当職員から、

Ｃ社の平成１７年９月期の所得の金額について措置法４０条の４第１項の適用がある旨の指

摘を受けたことから、同事業年度においてＣ社に未処分所得の金額が生じないものとするた

め、本件油そう船の売却によって特別利益が生じないよう（本件油そう船の期首における帳

簿価額が譲渡価額を上回る金額となるよう）、また、Ｃ社が特定外国子会社等に該当する平

成１３年９月期から平成１６年９月期においてもＣ社に未処分所得の金額が生じないよう、

平成１１年９月期から平成１６年９月期までの各事業年度の税引後損益が０円となるように

逆算して減価償却費の金額を修正したものであると認められる（Ｃ社損益計算書と原告作成

損益計算書の内容を比較すると（別表６参照）、Ｃ社損益計算書においては、平成１１年９

月期から平成１６年９月期までの税引後損益（同表順号⑰）に各事業年度ごとに異なる金額

の欠損が生じているのに対し、原告作成損益計算書においては、上記期間の各事業年度の税

引後損益の金額が全て一律に０円となっており、原告の顧問税理士が平成２３年５月２７日

の異議調査において原告作成損益計算書について「各年利益が出ないように計算し」た旨述

べていること（乙２５）に照らしても、原告作成損益計算書の記載は、税引前損益（同表順

号⑮）と法人所得税（同表順号⑯）の金額が同一となるように逆算して減価償却費の金額を

減額修正したものというべきである。）。 

 このような原告作成損益計算書の内容は、前記３（１）及び（２）において説示した措置

法施行令３９条の１５第１項１号所定の本邦法令の規定の例に準ずる計算の方法として採る

べき計算方法に反するものである上、その作成の経緯や内容に照らすと、Ｃ社が利害関係者

に対して財政状態及び経営成績を明らかにするために作成したＣ社損益計算書とは異質なも

のであって、特定の事業年度においてＣ社に未処分所得の金額が生じないようにする意図の

下に、Ｃ社がその決算において減価償却費として経理した金額を事後に任意の金額に修正し

たものというべきであり、Ｃ社の未処分所得の金額の計算において選択的又は恣意的な計算

をするものとの評価を免れないものといわざるを得ない。 
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 そのため、原告作成損益計算書に基づくＣ社の未処分所得の金額の計算は、特定外国子会

社等の各事業年度の決算に基づく所得の金額（措置法４０条の４第２項２号、措置法施行令

２５条の２０第１項、３９条の１５第１項１号）について計算をしたものとみることはでき

ず、「本邦法令の規定の例…に準じて計算した場合」（同号）にも該当しないものというべき

である。 

 したがって、措置法４０条の４第１項所定の適用対象留保金額の算定の基礎となる同条２

項２号所定の未処分所得の金額の計算について、措置法施行令２５条の２０第１項に規定す

る同施行令３９条の１５第１項１号に掲げる金額の算出を原告作成損益計算書に基づいて行

うことはできないというべきである。 

５ 原告の主張について 

（１）原告は、未処分所得の金額の計算は、本邦法令の規定に基づく計算が原則とされており、

措置法施行令２５条の２０第２項が本店所在地国の法令に基づいて計算をすることができる

旨定めているとおり、本店所在地国の法令における決算をそのまま利用するか否かは、納税

者の選択に委ねられているのであるから、特定外国子会社等の決算を利用することができる

のは、飽くまで納税者の側で本店所在地国の法令による計算を選択した場合に限られ、課税

当局が独自に特定外国子会社等の決算に基づいて未処分所得の金額を計算し、所得税の決定

処分をすることはできない旨主張する。 

 しかしながら、原告の上記主張は本件決定処分が措置法施行令２５条の２０第２項を適用

してされたものであることを前提とするものと解されるところ、証拠（甲１）及び弁論の全

趣旨によれば、そもそも、本件決定処分は、同項を適用したものではなく、同条１項に基づ

き、特定外国子会社等であるＣ社の各事業年度の決算に基づく所得の金額につき、本邦法令

の規定の例に準ずる計算をするなどしてＣ社の未処分所得の金額を計算し、原告の平成１７

年度の所得税につき、総所得金額及び納付すべき税額の決定処分をしたものであると認めら

れ、現に被告も同項を適用した未処分所得の金額の計算を主張するものである。そのため、

原告の上記主張はその前提を欠くものであるから、この点に関する原告の主張を採用するこ

とはできない。 

 なお、仮に、原告の上記主張が、措置法施行令２５条の２０第１項の規定に基づく未処分

所得の金額の計算について、特定外国子会社等の決算を利用することの違法性をいうもので

あると解するとしても、前記２（２）において説示したとおり、措置法４０条の４第１項に

規定する政令で定める基準により計算した金額について定める措置法施行令２５条の２０第

１項や、本邦法令の規定の例に準じて計算した場合に算出される所得の金額について定める

措置法施行令３９条の１５第１項１号は、いずれも措置法４０条の４第２項２号に規定する

「特定外国子会社等の各事業年度の決算に基づく所得の金額」について所定の計算をするこ

とにより特定外国子会社等の未処分所得の金額を算出するものとしているのであって、本邦

法令の規定の例に準ずる計算をするにしても、特定外国子会社等の各事業年度の決算に基づ

いて所定の計算をすべきものであることに変わりはない。したがって、いずれにしても、こ

の点に関する原告の主張を採用することはできない。 

（２）原告は、未処分所得の金額の計算は確定申告書に添付されていない原告作成損益計算書に

基づいて行うことができない旨の被告の主張に対し、①Ｃ社の未処分所得の金額の計算を原

告作成損益計算書に基づいて行うと、適用対象留保金額が零となり、雑所得が生ずることは
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ないため、原告には、平成１７年分の所得税について確定申告書を提出する義務はなく（所

得税法１２１条１項）、確定申告書に原告作成損益計算書を添付する義務（措置法４０条の

４第５項）もない、②我が国の法人税法が確定決算主義を採用していることと特定外国子会

社等の未処分所得の金額の計算は、全く次元の異なるものであり、前者が後者に「確定した

決算」を求めることの根拠となるものではないから、措置法施行令３９条の１５第１項１号

は、特定外国子会社等の決算を修正した計算書類について、我が国における「確定した決

算」と同程度の実質を有することを担保する何らかの手続的な措置がされなければならない

ことを定めたものではない、③措置法通達６６の６－１０（２）は、管理上の都合から、決

算の修正の過程を明らかにする書類が損益計算書等に添付されていることが望ましいと考え

ていることを示すものにとどまり、納税者が同通達に拘束されるものではなく、同通達が法

令に存しない要件を通達によって付加しているものであるとすれば、通達としての存在を超

え、納税者に対して新たな要件を付加するものとしか解釈できないのであるから、租税法律

主義に反する旨主張する（上記②及び③の点については、原告が提出した意見書（甲２２の

１）にも、同旨の意見が述べられている。）。 

 しかしながら、前記４（２）において説示したとおり、そもそも、原告作成損益計算書の

内容は、前記３（１）及び（２）において説示した措置法施行令３９条の１５第１項１号所

定の本邦法令の規定の例に準ずる計算の方法として採るべき計算方法に反するものであるか

ら、Ｃ社の未処分所得の金額の計算を原告作成損益計算書に基づいて行うことはできないと

いうべきであり、この点に関する法令の解釈及び判断は、原告作成損益計算書が確定申告書

に添付されているか否かによって左右されるものではないから、原告作成損益計算書を確定

申告書に添付することを要するか否かという手続上の事項について検討するまでもなく、原

告主張の計算は適法な計算とは認められないものというべきである。 

 したがって、確定申告書に原告作成損益計算書ないし修正損益計算書を添付する義務の有

無に関する原告の上記①ないし③の各主張は、その義務の有無にかかわらず、Ｃ社の未処分

所得の金額を原告作成損益計算書に基づいて行うことはできないとの前記４（２）の判断を

左右するものではない。 

 なお、上記のとおり、原告作成損益計算書が確定申告書に添付されているか否かにかかわ

らず、Ｃ社の未処分所得の金額の計算を原告作成損益計算書に基づいて行うことはできない

というべきであるから、Ｃ社の適用対象留保金額が零となり、雑所得が生ずることはないと

する原告の上記①の主張はその前提を欠くものであり、また、後記６（別紙２の１（１）

イ）のとおり、原告の平成１７年分の雑所得の金額は９２３１万１８６６円となり、原告に

は確定申告書を提出する義務がある以上（所得税法１２１条１項１号参照）、原告は当初か

ら確定申告書にＣ社損益計算書を添付する義務を負っていたものである（措置法４０条の４

第５項、措置法施行規則１８条の２０第２項）。 

（３）原告は、納税者に確定申告の義務がない場合、課税当局から問い合わせを受け、又は税務

調査を受けたときに、修正損益計算書を調査官に示すことにより、課税対象留保金額がない

ため確定申告義務がないことを説明することが必要となるにとどまるところ、本邦法令の規

定に基づく原告作成損益計算書は、本件決定処分が行われた平成２３年３月１０日より前の

同月３日に作成されており、原告の顧問税理士が今治税務署職員に対して提出しようとした

にもかかわらず、今治税務署職員が、原告作成損益計算書の提出を威嚇して妨げ、受取を拒
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否したことから、同日に提出することができず、異議調査が始まった最初の日である同年５

月１２日に提出されたものであり、本件決定処分より前に本邦法令の規定に基づく原告作成

損益計算書が作成されていたのであるから、原告が原告作成損益計算書に基づいて行った計

算を否定することはできない旨主張する。 

 しかしながら、そもそも、Ｃ社の未処分所得の金額の計算を原告作成損益計算書に基づい

て行うことはできないことは、前記４（２）及び上記（２）において説示したとおりであり、

原告に平成１７年分の所得税について確定申告書を提出する義務があることは、上記（２）

において説示したとおりである。また、仮にＣ社の未処分所得の金額の計算を原告作成損益

計算書に基づいて行うことが選択的に許されると解する余地があり得るとしても、そもそも、

所得税法は、納付すべき税額の確定の手続について、通則法１６条１項１号に規定する申告

納税方式を採用しており（１２０条）、所得税について確定申告があればそれによって納付

すべき税額が確定するが、確定申告がなければ税務署長の決定処分によって納付すべき税額

が確定することになるところ、原告は平成１７年分の所得税について確定申告をしていない

以上、原告が原告作成損益計算書を作成し、又は原告作成損益計算書を今治税務署長に提出

したとしても、確定申告を伴わないそのような作成行為又は提出行為は何ら法的効果を有し

ないものであるから、原告の平成１７年分の所得税を確定させる効力が生ずるものではない

ことはもとより、今治税務署長が、原告作成損益計算書の内容に拘束され、それに従って未

処分所得の金額の計算をすべき義務が生ずるものでもない（Ｃ社の未処分所得の金額の計算

をＣ社損益計算書に基づいて行うことが違法となるものでもない）というべきである。なお、

所得税法１２１条１項は、確定申告書の提出を要しない場合について定めるものにとどまり、

確定申告書の提出を禁ずるものではないから、確定申告書の提出を要しない場合であっても

これを提出することはできるものと解される。 

 したがって、この点に関する原告の主張を採用することはできない。 

（４）原告は、一旦、内国法人において確定した決算により決定された減価償却費の金額につき、

申告の際に任意に変更することは、確定決算主義に反し許されない旨の被告の主張に対し、

内国法人の課税所得の計算が「確定した決算」に基づきされていることや、減価償却費が損

金経理を要求される事項であること等は飽くまで内国法人の課税所得の計算に係る事項であ

り、Ｃ社はシンガポール法人であるから、その決算書はシンガポール会社法及びシンガポー

ル会計基準により作成されるのであって、内国法人の財務諸表の作成手続や課税所得の計算

は一切関係がなく、減価償却費の金額の再計算を行うに際して、なぜＣ社損益計算書上の減

価償却費の金額をそのまま用いなければならないかについて、被告は何ら法令上の根拠に基

づいた主張を行っていない旨主張する。 

 しかしながら、前記３（１）において説示したとおり、措置法４０条の４第２項２号並び

に措置法施行令２５条の２０第１項及び３９条の１５第１項１号は、納税者による恣意的な

未処分所得の金額の計算を抑制するため、未処分所得の金額は措置法４０条の４第２項２号

に規定する「特定外国子会社等の各事業年度の決算に基づく所得の金額」について計算すべ

きものとしているのであるから、措置法施行令３９条の１５第１項１号に掲げる金額は、特

定外国子会社等の各事業年度の決算に基づく所得の金額を基礎として本邦法令の規定の例に

準じて計算をすることにより所得の金額を算出すべきであり、本邦法令の規定の例に準ずる

計算をするに当たっては、当該決算において経理された費用等の金額を基礎として計算をす
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べきであって、当該費用等の金額を事後に任意の金額に修正して計算をすることは許されな

いものと解される。 

 また、前記３（２）イにおいて説示したとおり、措置法施行令３９条の１５第１項１号が

同号所定の所得の金額を本邦法令の規定の例に準じて計算するものとしているのも、飽くま

で、我が国と会計制度の異なる特定外国子会社等の決算について損金経理等のような形式的

な要件を要求すると不都合が生ずる可能性があることから、そのような形式的な要件を満た

さない場合においても本邦法令の規定の適用を認める趣旨に出たものにとどまり、法人税法

３１条１項が減価償却費を損金の額に算入するために損金経理を要するものとした趣旨、す

なわち、選択的又は恣意的な経理を抑制し適正な課税の実現を図るという趣旨までをも不要

とするものではないというべきである。そして、特定外国子会社等が既にその決算において

減価償却費について経理をしているにもかかわらず、当該減価償却費の金額を事後に任意の

金額に修正することを認めた場合には、上記のような同項が減価償却費を損金の額に算入す

るために損金経理を要するものとした趣旨を損なうこととなり、内国法人に本邦法令の規定

をそのまま適用した場合と著しいかい離が生ずることとなるものであるから、措置法施行令

３９条の１５第１項１号も、そのような修正をした損益計算書に基づいて同号所定の所得の

金額の計算を行うことを許容しているものとは解されない。 

 したがって、措置法施行令３９条の１５第１項１号に基づき本邦法令の規定の例に準じて

特定外国子会社等の未処分所得の金額を計算する場合の計算方法の在り方に関して、内国法

人の課税所得の計算（減価償却費の損金の額への算入）が確定した決算に基づきされている

ことや減価償却費について損金経理が要求されていること等が所論のように関係がないとは

いえず、かえって、上記のとおりこれらの事項はＣ社損益計算書上の減価償却費の金額に基

づいて計算をすべき法令上の根拠を示しているものといえるから、この点に関する原告の主

張を採用することはできない。 

（５）原告は、①日本とシンガポールとの間に生じている「会計処理の差異」を調整すべく、減

価償却費の金額の再計算を行い、原告の雑所得の金額の計算上総収入金額に算入されるＣ社

の未処分所得の金額を計算したものであり、その調整は、措置法施行令３９条の１５に規定

する本邦法令の規定の例に準ずる計算に該当する、②Ｃ社がシンガポールの法令に基づいて

した減価償却は、シンガポールの法令上適法な手続を経て、シンガポール当局に提出された

財務諸表に計上されているものであるが、外国子会社合算税制の適用を受け、原告の雑所得

として合算される未処分所得の金額を計算するに当たっては、シンガポールにおいて計上さ

れた減価償却費の金額ではなく、本邦法令の規定に基づく耐用年数、償却率及び償却方法を

用いて日本において計算された減価償却費の金額こそがＣ社の姿を正しく表すものと解され

るため、原告は本邦法令の規定の例に準じて、日本における減価償却費の金額を正しく計算

することで正しい未処分所得の金額を算出したものであり、何ら恣意的な計算など行ってい

ないことは明らかである旨主張する。そして、この点については、原告が提出した意見書

（甲２２の１）においても、「内国法人が措置法６６条の６の規定の適用に当たり、当該特

定外国子会社等の決算を修正して作成した当該特定外国子会社等に係る損益計算書等におい

て行った経理をもって計算した場合こそが、「本邦法令の規定の例に準じて計算する場合」

に該当する」旨の意見が記載されている。 

 しかしながら、前記３（２）イにおいて説示したとおり、措置法施行令３９条の１５第１
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項１号が同号所定の所得の金額を本邦法令の規定の例に準じて計算するものとしているのは、

飽くまで、我が国と会計制度の異なる特定外国子会社等の決算について損金経理等のような

形式的な要件を要求すると不都合が生ずる可能性があることから、そのような形式的な要件

を満たさない場合においても本邦法令の規定の適用を認める趣旨に出たものにとどまり、特

定外国子会社等が既にその決算において減価償却費について経理をしているにもかかわらず、

当該減価償却費の金額を事後に任意の金額に修正することを認め、そのような修正をした損

益計算書に基づいて同号所定の所得の金額の計算を行うことを許容しているものとは解され

ない。 

 そして、前記４（２）において説示したとおり、原告作成損益計算書は、平成１７年９月

期においてＣ社に未処分所得の金額が生じないものとするため、本件油そう船の売却によっ

て特別利益が生じないよう（本件油そう船の期首における帳簿価額が譲渡価額を上回る金額

となるよう）、また、Ｃ社が特定外国子会社等に該当する平成１３年９月期から平成１６年

９月期においてもＣ社に未処分所得の金額が生じないよう、平成１１年９月期から平成１６

年９月期までの各事業年度の税引後損益が０円となるように逆算して減価償却費の金額を修

正したものであると認められる。そして、原告作成損益計算書の内容は、前記３（１）及び

（２）において説示した措置法施行令３９条の１５第１項１号所定の本邦法令の規定の例に

準ずる計算の方法として採るべき計算方法に反するものである上、その作成の経緯や内容に

照らすと、Ｃ社が利害関係者に対して財政状態及び経営成績を明らかにするために作成した

Ｃ社損益計算書とは異質なものであって、特定の事業年度においてＣ社に未処分所得の金額

が生じないようにする意図の下に、Ｃ社がその決算において減価償却費として経理した金額

を事後に任意の金額に修正したものというべきであり、Ｃ社の未処分所得の金額の計算にお

いて選択的又は恣意的な計算をするものとの評価を免れないものといわざるを得ない。その

ため、原告作成損益計算書に基づく未処分所得の金額の計算は、特定外国子会社等の各事業

年度の決算に基づく所得の金額（措置法４０条の４第２項２号、措置法施行令２５条の２０

第１項、３９条の１５第１項１号）について計算をしたものとみることはできず、「本邦法

令の規定…の例に準じて計算した場合」（同号）にも該当しないというべきである。 

 したがって、この点に関する原告の主張を採用することはできない。 

（６）原告は、措置法は、各国税に関する特別措置を定めた法律であり、その規定は個別租税法

の規定に対する特例としての性質を有するものであるから、外国子会社合算税制のような措

置法の特例規定についても、法人税法２２条２項及び３項に規定する「別段の定め」と同様、

公正処理基準について定めた同条４項の規定の適用はなく、適用対象留保金額の算出過程に

おいて行われた再計算そのものが、同項及び過年度遡及会計基準に照らし違法と解されるこ

とはなく、また、減価償却費については同法３１条が「別段の定め」となるため同法２２条

４項の対象外であるので、Ｃ社に係る損益計算書が公正処理基準に適合しているか否かは判

断の対象とはならない旨主張する。 

 しかしながら、前記４（２）及び上記（５）において説示したとおり、原告作成損益計算

書に基づく未処分所得の金額の計算は、特定外国子会社等の各事業年度の決算に基づく所得

の金額（措置法４０条の４第２項２号、措置法施行令２５条の２０第１項、３９条の１５第

１項１号）について計算をしたものとみることはできず、「本邦法令の規定…の例に準じて

計算した場合」（同号）にも該当しないというべきである。 
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 したがって、法人税法３１条１項の規定の例に準ずる計算において同法２２条４項の適用

があるか否か及び原告作成損益計算書の内容が公正処理基準に反するものであるか否かにつ

いて検討するまでもなく、Ｃ社の未処分所得の金額の計算を原告作成損益計算書に基づいて

行うことはできないというべきである。 

 なお、過年度遡及会計基準は、会計上の変更（会計方針の変更、表示方法の変更及び会計

上の見積りの変更をいう。）及び過去の誤謬（原因となる行為が意図的であるか否かにかか

わらず、財務諸表作成時に入手可能な情報を使用しなかったこと又はこれを誤用したことに

よる①財務諸表の基礎となるデータの収集又は処理上の誤り、②事実の見落としや誤解から

生ずる会計上の見積りの誤り、③会計方針の適用の誤り又は表示方法の誤り）の訂正に関す

る会計処理及び開示について適用されるものであるところ（甲２７）、措置法施行令３９条

の１５第１項１号に基づき本邦法令の規定の例に準じて特定外国子会社等の未処分所得の金

額を計算する場合とは、適用の場面を全く異にするものであり、直接の関係を有しないもの

であって、本件の争点に関する判断を左右するものではない。 

（７）原告は、①減価償却の方法については、一度選択した以上、継続性の原則に基づき、同一

の償却方法を継続適用することが予定されているのであり、毎年償却方法を変更するという

ようなことは全く想定されていないから、平成１１年９月期及び平成１２年９月期について

は、Ｃ社は特定外国子会社等には該当しないものの、減価償却費の統一的な適用に鑑み、本

邦の法令においては、取得当初より定率法を用いることが妥当である、②本件油そう船の譲

渡損益を正確に計算するに当たっては、本件油そう船の取得価額、各年において計上した減

価償却費及び譲渡価額の各要素が必要となるところ、期首における帳簿価額は、前年以前に

おける減価償却累計額によって異なることとなり、期首における帳簿価額が異なれば、当然

に譲渡損益の額も異なることとなるから、平成１７年９月期のＣ社の未処分所得の金額の計

算を正しく行うためには、Ｃ社が特定外国子会社等に該当しない平成１１年９月期及び平成

１２年９月期においても、当該各年分の減価償却費の金額の計算については、法人税法３１

条の規定の例に準ずる計算として、日本における減価償却費の金額の再計算を行うことがで

きるなどと主張する。 

 しかしながら、前記２（１）において説示したとおり、措置法４０条の４第１項の規定は、

居住者が、法人の所得等に対する租税の負担がないか又は極端に低い国若しくは地域（タッ

クス・ヘイブン）に法人を設立して経済活動を行い、当該法人に所得を留保することによっ

て、我が国における租税の負担を回避しようとする事例に対処して税負担の実質的な公平を

図ることを目的として、一定の要件を満たす外国会社を特定外国子会社等と規定し、その課

税対象留保金額を居住者の雑所得の計算上総収入金額に算入することとしたものと解される

のであって、その合算の対象となる課税対象留保金額の基礎となる特定外国子会社等の未処

分所得の金額は、特定外国子会社等の各事業年度の決算に基づく所得の金額（措置法４０条

の４第２項２号、措置法施行令２５条の２０第１項、３９条の１５第１項１号）について本

邦法令の規定の例に準じて計算するものとされているのであるから、特定外国子会社等に該

当しない事業年度の決算に基づく所得の金額については、上記の例に準じた計算の対象とし

ないことが所与の前提とされているものと解するのが相当である。 

 また、措置法施行令２５条の２０第５項は、措置法４０条の４第２項２号に規定する欠損

の金額に係る調整を加えた金額について、特定外国子会社等に該当しなかった事業年度にお
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いて生じた欠損金額を除く旨を定めているところ、これは、特定外国子会社等に該当しない

事業年度について調整所得金額の計算が行われないことを所与の前提として、当該事業年度

において生じた欠損金額を除外する旨を定めたものと解される。 

 したがって、この点に関する原告の主張を採用することはできない。 

（８）原告のその余の主張も、措置法施行令３９条の１５第１項１号所定の本邦法令の規定の例

に準ずる計算の方法及びＣ社の未処分所得の金額の計算に関する前記３及び４の判断を左右

するに足りるものとはいえない。 

６ 本件決定処分等の適法性について 

 以上に説示したところによれば、本件決定処分等における課税の根拠及び計算は、別紙２

「課税の根拠及び計算」（別紙２の引用に係る別紙３の計算の記載を含み、別紙２の１（５）

イ及びその引用に係る別紙４の仮定的な計算の記載を除く。）に記載するとおりであると認め

られるから（前記第２の３参照）、本件決定処分等は適法というべきである。 

第４ 結論 

 以上によれば、原告の請求はいずれも理由がないからこれらを棄却することとし、主文のと

おり判決する。 

 

東京地方裁判所民事第５１部 

裁判長裁判官 岩井 伸晃 

   裁判官 堀内 元城 

   裁判官 吉賀 朝哉 
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（別紙１） 

指定代理人目録 

 

寺内 康介、平山 未知留、髙橋 富士子、竹本 修一、額田 耕司、小山 太郎、露原 賢一、 

川西 翔太 

以上 
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（別紙２） 

課税の根拠及び計算 

 

１ 本件決定処分の根拠 

 被告が本件訴訟において主張する原告の平成１７年分の所得税額等は、次のとおりである（別表

２参照）。 

（１）総所得金額 １億０２０１万１８６６円 

 上記金額は、次のア及びイの各金額の合計額である。 

ア 給与所得の金額 ９７０万００００円 

 上記金額は、給与支払者であるＢが今治市長に提出した給与支払報告書（個人別明細書）

（以下「本件給与支払報告書」という。乙１６）に記載された給与所得の金額と同額である。 

 なお、本件給与支払報告書は、地方税法（平成１８年法律第７号による改正前のもの）３１

７条の６第１項及び地方税法施行規則（平成１８年１月２６日総務省令第１２号による改正前

のもの）１０条の規定により、Ｂが今治市長に提出したものであり、原告の平成１７年分の給

与所得の金額及び所得控除の額の内容が記載されたものである。 

イ 雑所得の金額 ９２３１万１８６６円 

 上記金額は、措置法４０条の４第１項に規定する特定外国子会社等に該当するＣ社の平成１

７年９月期の未処分所得の金額に係る税額及び利益の配当又は剰余金の分配の額に関する調整

を加えた金額（適用対象留保金額）にＣ社の発行済株式のうちに占める原告の株式保有割合を

乗じて算出した金額（課税対象留保金額）を基に円換算した金額であり、原告の雑所得に係る

収入金額とみなして平成１７年分の雑所得の金額の計算上、総収入金額に算入すべき同条１項

に規定する課税対象留保金額に相当する金額である（別表３の順号⑫「雑所得の総収入金額に

算入すべき金額」欄参照）。 

 なお、当該収入を得るために要した必要経費と認められるものはないから、雑所得の金額は、

総収入金額と同額となる。 

 また、Ｃ社の上記課税対象留保金額の算定については、別紙３のとおりである。 

（２）所得控除の金額の合計額 １９０万２０２０円 

 上記金額は、本件給与支払報告書に記載された所得控除の額（社会保険料控除の金額１０７万

７０２０円、生命保険料控除の金額５万円、損害保険料控除の金額１万５０００円、扶養控除の

金額３８万円及び基礎控除の金額３８万円）の合計額と同額である。 

（３）課税総所得金額 １億００１０万９０００円 

 上記金額は、上記（１）の総所得金額１億０２０１万１８６６円から上記（２）の所得控除の

金額の合計額１９０万２０２０円を控除した後の金額（通則法１１８条１項の規定により１００

０円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）である。 

（４）納付すべき税額 ３３７１万６８００円 

 上記金額は、次のアの金額からイ及びウの各金額を差し引いた後の金額（ただし、通則法１１

９条１項により１００円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）である。 

ア 課税総所得金額に対する税額 ３４５５万０３３０円 

 上記金額は、上記（３）の課税総所得金額１億００１０万９０００円に所得税法８９条１項

所定の税率（経済社会の変化等に対応して早急に講ずべき所得税及び法人税の負担軽減措置に
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関する法律（平成１７年法律第２１号による改正前のもの。以下「負担軽減措置法」とい

う。）４条の特例を適用したもの）を乗じて算出した金額である。 

イ 定率減税額 ２５万００００円 

 上記アの金額を基礎として、負担軽減措置法６条２項の規定により算出した金額である。 

ウ 源泉徴収税額 ５８万３５００円 

 上記金額は、本件給与支払報告書に記載された源泉徴収税額と同額である。 

（５）小括 

ア 被告が本件訴訟において主張する原告の平成１７年分の総所得金額及び納付すべき税額は、

上記（１）及び（４）のとおり、それぞれ１億０２０１万１８６６円及び３３７１万６８００

円であるところ、これらの金額は、本件決定処分における総所得金額及び納付すべき税額をい

ずれも上回る。 

イ なお、仮に、Ｃ社が特定外国子会社等に該当する平成１３年９月期以降について、原告作成

損益計算書に基づいて、本邦法令の規定の例に準じて適用対象留保金額を計算した場合におい

ても、Ｃ社が特定外国子会社等に該当することとなった平成１３年９月期以降についてのみ当

該計算が許されるにすぎないから、別紙４のとおり、原告作成損益計算書に基づいて計算した

適用対象留保金額は１２３万７３４９Ｓ＄、雑所得の金額は８７４４万３２７８円となり、今

治税務署長が本件決定処分において計算した総所得金額及び納付すべき税額（別表２の「決定

処分」欄参照）と同額となる。 

２ 本件賦課決定処分の計算 

 原告に課されるべき無申告加算税の額は、本件決定処分により原告が新たに納付すべきこととな

った税額３１９１万円（通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数金額を切り捨てた後の

もの）を基礎として、これに通則法６６条１項に基づき１００分の１５の割合を乗じた金額４７８

万６５００円となり、この金額は、本件賦課決定処分の額と同額である。 

以上 
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（別紙３） 

原告の雑所得の総収入金額に算入すべき金額の計算 

 

 Ｃ社損益計算書（別表１－１参照）によると、平成１７年９月期において、本件油そう船を売却し

たことにより、特別利益２５０万９７３７Ｓ＄が計上され、税引後損益が２４７万６９６３Ｓ＄とな

ったため、原告の「課税対象留保金額」に相当する金額を算出し、当該金額を原告の雑所得に係る収

入金額とみなして当該事業年度終了の日の翌日から２か月を経過する日の属する年分である平成１７

年分の雑所得の金額の計算上総収入金額に算入することとなる。課税対象留保金額に相当する具体的

な金額は、以下に述べるとおりである（別表３参照）。 

１ 未処分所得の金額 １３０万８５７３Ｓ＄ 

 上記金額は、措置法施行令２５条の２０第１項の規定に基づき、本邦法令の規定の例に準じて計

算した所得の金額であり、次の（１）及び（２）の合計額から（３）を差し引いた後の金額から

（４）の金額を差し引いた後の金額である（別表３順号⑥欄）。 

（１）Ｃ社の決算に基づく所得金額 ２４７万６９６３Ｓ＄ 

 上記金額は、措置法施行令２５条の２０第１項の規定に基づき、シンガポールの法令に基づき

作成されたＣ社の平成１７年９月期の決算書（乙１５）の「利益／（損失）額（所得税課税

前）」の金額である２４７万９２９５Ｓ＄から、所得税の金額２３３２Ｓ＄を差し引いた金額で

ある（別表１－１「平成１７年９月期」順号⑰欄及び別表３順号①欄）。 

（２）損金の額に算入した法人所得税の額 ２３３２Ｓ＄ 

 上記金額は、措置法施行令２５条の２０第１項及び措置法施行令３９条の１５第１項２号に基

づき、Ｃ社の平成１７年９月期の決算書（乙１５）に記載された「８ 所得税」の金額である

（別表１－１「平成１７年９月期」順号⑯欄及び別表３順号②欄）。 

（３）減価償却超過額の認容額 ３６万７７８３Ｓ＄ 

 本件油そう船は、法人税法施行令１３条の規定により減価償却資産に該当し、減価償却費の金

額の計算は、法人税法３１条１項並びに法人税法施行令４８条１項２号及び５３条１号の規定に

基づき、定率法（現在の旧定率法）により計算を行うこととなり、減価償却の基礎となる額に対

して、法人税法施行令５６条及び減価償却資産の耐用年数等に関する省令に基づき法定耐用年数

１３年に対する償却率０．１６２を乗じて償却限度額を求めることとなる。 

 そして、Ｃ社損益計算書において損金経理をした額と当該償却限度額との差額が法人税法施行

令６２条の規定による償却超過額又は償却不足額となる。 

 本件においては、平成１１年９月期及び平成１２年９月期は、Ｃ社が特定外国子会社等に該当

しないことから、Ｃ社が取得した本件油そう船の減価償却の調整は、特定外国子会社等に該当し

た平成１３年９月期の期首の帳簿価格１３７８万３３９２Ｓ＄（乙１１）を基礎として求めるこ

ととなり、別表４「減価償却額超過額の計算」のとおり、償却超過額は、平成１５年９月期の４

万８２４２Ｓ＄及び平成１６年９月期の３１万９５４１Ｓ＄の合計額３６万７７８３Ｓ＄となる

（別表３「減価償却超過額の認容額」順号③欄）。この当該償却超過額は、売却した本件油そう

船の売却原価となることから、平成１７年分の未処分所得の計算上認容した金額となる。 

（４）繰越欠損金の控除額 ８０万２９３９Ｓ＄ 

 上記金額は、措置法施行令２５条の２０第５項の規定に基づくもので、特定外国子会社等に該

当しなかった事業年度を除いた平成１３年９月期ないし平成１６年９月期において生じた欠損金
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の額の合計額である（別表３「繰越欠損金の控除額」順号⑤欄）。 

 具体的には、特定外国子会社等に該当した各事業年度ごとの本邦法令の規定の例に準ずる所得

の計算、すなわち欠損金の額を計算し累計額を求めることとなり、別表５「繰越欠損金控除額の

計算」のとおり、Ｃ社損益計算書の税引後損益の額に、損金の額に算入した法人所得税の額及び

減価償却超過額を加算した金額が各事業年度の欠損金の額となる。 

２ 適用対象留保金額 １３０万６２４１Ｓ＄ 

 上記金額は、措置法施行令２５条の２１第１項の規定に基づき、上記１のＣ社の未処分所得の金

額１３０万８５７３Ｓ＄から、同項１号に掲げる当期中に納付することになる法人所得税の額２３

３２Ｓ＄を差し引いた後の金額である（別表３順号⑧欄）。 

 なお、上記の当期中に納付することになる法人所得税の額は、Ｃ社の平成１７年９月期の決算書

に記載された「８ 所得税」の金額と同額である（別表３順号⑦欄、乙１５）。 

３ Ｃ社の課税対象留保金額 １３０万６２３８．３８Ｓ＄ 

 上記金額は、措置法施行令２５条の２１第２項の規定に基づき、上記２のＣ社の適用対象留保金

額１３０万６２４１Ｓ＄に、Ｃ社の発行済株式総数５０万株のうちに原告の保有するＣ社の株式数

４９万９９９９株の占める割合を乗じた金額である（別表３順号⑪欄）。なお、０．０１Ｓ＄未満

は切り捨てている。 

４ 原告の平成１７年分の雑所得の総収入金額に算入すべき金額 

（１）措置法通達６６の６－１３（課税対象留保金額の円換算）の取扱い 

 内国法人が措置法６６条の６第１項の規定により特定外国子会社等に係る課税対象留保金額に

相当する金額を益金の額に算入する場合における当該課税対象留保金額の円換算は、当該特定外

国子会社等の当該事業年度終了の日の翌日から２月を経過する日における電信売買相場の仲値

（法人税基本通達（昭和４４年５月１日付け直審（法）２５（例規））１３の２－１－２に定め

る電信売買相場の仲値をいう。以下「電信売買相場仲値」という。）による。 

（２）当てはめ 

 上記措置法通達６６の６－１３の取扱いに則して、上記３のＣ社の課税対象留保金額１３０万

６２３８．３８Ｓ＄をＣ社の当該事業年度終了の日の翌日から２月を経過する日である平成１７

年１１月末の電信売買相場仲値（乙３５）である１Ｓ＄当たり７０．６７円によって円換算する

と、課税対象留保金額は、９２３１万１８６６円となり、同金額が原告の平成１７年分の雑所得

の金額の計算上総収入金額に算入すべき金額となる（別表３順号⑫欄）。 

以上 
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（別紙４） 

原告作成損益計算書に基づく適用対象留保金額等の計算 

 

１ 本件油そう船に係る減価償却累計額 

 原告が主張する計算による本件油そう船に係る減価償却累計額は、次の（１）ないし（６）の合

計額９０９万７９３０Ｓ＄である。 

（１）平成１１年９月期の減価償却費の金額（Ｃ社損益計算書） １７２万２９２４Ｓ＄ 

（２）平成１２年９月期の減価償却費の金額（Ｃ社損益計算書） １７２万２９２４Ｓ＄ 

（３）平成１３年９月期の減価償却費の金額（原告主張額） １４１万２０９８Ｓ＄ 

（４）平成１４年９月期の減価償却費の金額（原告主張額） １４３万９８８３Ｓ＄ 

（５）平成１５年９月期の減価償却費の金額（原告主張額） １４５万４９４１Ｓ＄ 

（６）平成１６年９月期の減価償却費の金額（原告主張額） １３４万５１６０Ｓ＄ 

２ 本件油そう船の譲渡益 

 本件油そう船の譲渡益は、譲渡価額９４０万１４３３Ｓ＄（原告作成損益計算書（乙２４）２枚

目の「Ｈ１７年９月３０日Ｐ／Ｌ」の貸方勘定科目「固定資産売却収入」の金額）から、本件油そ

う船の未償却残高８１３万１３１０Ｓ＄（原告作成損益計算書（乙２４）３枚目の「定率法１３

年」と題する表の「平成１１年９月期」の「期首簿価」１７２２万９２４０Ｓ＄から上記１の減価

償却累計額９０９万７９３０Ｓ＄を控除した残額）を差し引いた１２７万０１２３Ｓ＄となる。 

３ 適用対象留保金額等 

 前記２の金額を原告作成損益計算書（乙２４）２枚目の「Ｈ１７年９月３０日Ｐ／Ｌ」に当ては

めて損益計算を行うと、借方「固定資産売却減価」９８２万９８５４Ｓ＄は８１３万１３１０Ｓ

＄（前記２の未償却残高）となり、当期損失は生じずに当期利益として１２３万７３４９Ｓ＄が算

出され、当該金額が適用対象留保金額となる。 

 そして、当該金額にＣ社の発行済株式総数５０万株のうちに原告の保有するＣ社の株式数４９万

９９９９株の占める割合を乗じて計算した金額を電信売買相場仲値（１Ｓ＄当たり７０．６７円）

により円換算した金額８７４４万３２７８円は、本件決定処分において雑所得の金額の計算上総収

入金額に算入した金額と同額である。そうすると、平成１３年９月期から平成１６年９月期までの

減価償却費の額について、被告が主張する額によれば毎期の損失額として調整所得金額から控除さ

れ、原告が主張する額によれば本件油そう船に係る簿価として損金経理されることになるから、結

果において異同はないこととなる。 

以上 
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別表１－１ 

Ｃ社損益計算書 

 

（単位：Ｓ＄） 

 特定外国子会社等に該当する事業年度 
項目等 順

号 11年9月期 12年9月期 13年9月期 14年9月期 15年9月期 16年9月期 17年9月期 

売上高 用船料収入 ① 652,354 1,560,532 1,556,269 1,556,269 1,556,269 1,560,560 380,483 

監査費用 ② 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 

交通費・交際費 ③ － 42,451 40,771 69,610 87,021 69,736 59,542 

減価償却費 ④ 1,722,924 1,722,924 1,722,924 1,722,924 1,722,924 1,722,924 － 

その他費用 ⑤ 59,339 41,444 29,888 31,533 30,952 21,044 24,587 

販売費・ 

一般管理費 

計 ⑥ 1,784,263 1,808,819 1,795,583 1,826,067 1,842,897 1,815,704 86,129 

受取利息 ⑦ 258 2,435 935 365 28 12 15,549 

為替差益 ⑧ 17,113 - 161,560 205,919 167,814 24,224 － 営業外収益 

計 ⑨ 17,371 2,435 162,495 206,284 167,842 24,236 15,549 

支払利息 ⑩ 91,284 235,099 233,944 186,853 149,193 110,705 27,530 

為替差損 ⑪ － 11,409 － － － － 312,815 

 

営業外費用 

計 ⑫ 91,284 246,508 233,944 186,853 149,193 110,705 340,345 

経常利益 
（①－⑥＋⑨－⑫） 

⑬ △1,205,822 △492,360 △310,763 △250,367 △267,979 △341,613 △30,442 

特別利益 ⑭ － － － － － － 2,509,737 

税引前損益 
（⑬＋⑭） 

⑮ △1,205,822 △492,360 △310,763 △250,367 △267,979 △341,613 2,479,295 

法人所得税 ⑯ 38 362 63 32,674 4 36,151 2,332 

税引後損益 
（⑮－⑯） 

⑰ △1,205,860 △492,722 △310,826 △283,041 △267,983 △377,764 2,476,963 

（注）１ △印は欠損金額を示す。 

   ２ 17年９月期の「特別利益」の欄は、本件油そう船の売却によるものである。 

   ３ 網掛けの11年９月期及び12年９月期は特定外国子会社等に該当しない事業年度である。 
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別表１－２ （１枚目） 

原告作成損益計算書 

 

（単位：Ｓ＄） 

 特定外国子会社等に該当する事業年度 
項目等 順

号 11年9月期 12年9月期 13年9月期 14年9月期 15年9月期 16年9月期 17年9月期 

売上高 用船料収入 ① 652,354 1,560,532 1,556,269 1,556,269 1,556,269 1,560,560 380,483 

監査費用 ② 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 

交通費・交際費 ③ － － － － 87,021 69,736 59,542 

減価償却費 ④ 517,102 1,230,202 1,412,098 1,439,883 1,454,941 1,345,160 － 

その他費用 ⑤ 59,339 83,895 70,659 101,143 30,952 21,044 24,587 

販売費・ 

一般管理費 

計 ⑥ 578,441 1,316,097 1,484,757 1,543,026 1,574,914 1,437,940 86,129 

受取利息 ⑦ 258 2,435 935 206,284 28 12 15,549 

為替差益 ⑧ 17,113 － 161,560 － 167,814 24,224 － 営業外収益 

計 ⑨ 17,371 2,435 162,495 206,284 167,842 24,236 15,549 

支払利息 ⑩ 91,284 235,099 233,944 186,853 149,193 110,705 27,530 

為替差損 ⑪ － 11,409 － － － － 312,815 

 

営業外費用 

計 ⑫ 91,284 246,508 233,944 186,853 149,193 110,705 340,345 

経常利益 
（①－⑥＋⑨－⑫） 

⑬ 0 362 63 32,674 4 36,151 △30,442 

特別利益 ⑭ － － － － － － △428,421 

税引前損益 
（⑬＋⑭） 

⑮ 0 362 63 32,674 4 36,151 △458,863 

法人所得税 ⑯ － 362 63 32,674 4 36,151 2,332 

税引後損益 
（⑮－⑯） 

⑰ 0 0 0 0 0 0 △461,195 

（注）１ △印は欠損金額を示す。 

   ２ 17年９月期の「特別利益」の欄は、本件油そう船の売却によるものである。 

   ３ 網掛けの11年９月期及び12年９月期は特定外国子会社等に該当しない事業年度である。 



45 

別表１－２（２枚目）、別表４ 省略 
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別表２ 

課税処分の経過及び被告の主張額 

 

（単位：円） 

項目 決定処分 異議申立て 異議決定 審査請求 審査裁決 
年分 

年月日 
順号 

H23.3.10 H23.4.26 H23.6.24 H23.7.20 H24.6.1 
被告主張額 

総所得金額 ① 97,143,278 102,011,866 

給与所得の金額 ② 9,700,000 9,700,000 
内訳 

雑所得の金額 ③ 87,443,278 92,311,866 

所得控除の金額 ④ 1,902,020 1,902,020 

社会保険料控除の金額 ⑤ 1,077,020 1,077,020 

生命保険料控除の金額 ⑥ 50,000 50,000 

損害保険料控除の金額 ⑦ 15,000 15,000 

扶養控除の金額 ⑧ 380,000 380,000 

内訳 

基礎控除の金額 ⑨ 380,000 380,000 

課税総所得金額 
（①－④） 

⑩ 95,241,000 100,109,000 

課税総所得金額に対する税額 ⑪ 32,749,170 34,550,330 

定率減税額 ⑫ 250,000 250,000 

源泉徴収税額 ⑬ 583,500 583,500 

納付すべき税額 
（⑪－⑫－⑬） 

⑭ 31,915,600 33,716,800 

17 

無申告加算税の額 ⑮ 4,786,500 

全
部
の
取
消
し 

棄
却 

全
部
の
取
消
し 

棄
却 

4,786,500 

（注）１ 順号⑩については、通則法118条１項の規定により、千円未満の端数を切り捨てたものである。 

   ２ 順号⑭については、通則法119条１項の規定により、100円未満の端数を切り捨てたものである。 
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別表３ 

原告の課税対象留保金額及び平成１７年の雑所得の総収入金額に算入すべき金額の計算 

 

（単位：特に定めのない限りＳ＄） 

区分 順号 金額 主な適用法令等 

Ｃ社の決算に基づく所得金額 ① 2,476,963 措置法40条の４第２項２号、措置法施行令25条の20第１項 

損金の額に算入した法人所得税の額 ② 2,332 措置法施行令25条の20第1項、措置法施行令39条の15第1項2号 

減価償却超過額の認容額 ③ 367,783 措置法施行令25条の20第1項、措置法施行令39条の15第1項1号 

本邦法令の規定の例に準じて計算した所得の金額 
（①＋②－③） 

④ 2,111,512 措置法施行令25条の20第1項 

繰越欠損金の控除額 ⑤ 802,939 措置法40条の４第２項２号、措置法施行令25条の20第５項 

未処分所得の金額 
（④－⑤） 

⑥ 1,308,573 措置法40条の４第１項及び第２項２号、措置法施行令25条の20第１項 

当期中に納付することになる法人所得税の額 ⑦ 2,332 措置法施行令25条の21第1項1号 

適用対象留保金額 
（⑥－⑦） 

⑧ 1,306,241 措置法40条の４第１項、措置法施行令25条の21第１項 

原告の保有するＣ社の株式数 ⑨ 499,999 
本件保有割合 
（⑨／⑩） 

Ｃ社の発行済株式総数 ⑩ 500,000 
措置法施行令25条の21第2項 

課税対象留保金額（⑧×⑨／⑩） 
（0.01シンガポールドル未満切捨て） 

⑪ 1,306,238.38 措置法40条の４第１項、措置法施行令25条の21第２項 

雑所得の総収入金額に算入すべき金額 
（１円未満切捨て） 

⑫ 92,311,866円 措置法40条の４第１項 

（注）１ 上記順号⑤の金額は、Ｃ社の平成１３年９月期ないし平成16年９月期の各事業年度の欠損金額の合計額であり、別表５平成16年９月期の順号⑦

のとおりである｡ 

   ２ 上記順号⑫の金額は、上記順号⑪の金額について、平成17年9月期終了の日の翌日から２月を経過する日における対顧客直物電信売相場と対顧

客直物電信買相場の仲値である１シンガポールドル当たり70.67円を適用して邦貨換算した金額である。 
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別表５ 

繰越欠損金控除額の計算 

 

（単位：Ｓ＄） 

項目 順号 平成13年９月期 平成14年９月期 平成15年９月期 平成16年９月期 

Ｃ社損益計算書の税引後損益 ① △310,826 △283,041 △267,983 △377,764 

減価償却の償却超過額 ② － － 48,242 319,541 
加
算 

損金の額に算入した法人所得税の額 ③ 63 32,674 4 36,151 

減
算 

減価償却超過額の認容額 ④ － － － － 

所得金額又は欠損金額 

（①＋②＋③－④） 
⑤ △310,763 △250,367 △219,737 △22,072 

繰越欠損金の当期控除額 ⑥ － － － － 

欠損金の翌期繰越額 ⑦ 310,763 561,130 780,867 802,939 

 



49 

別表６ 

Ｃ社損益計算書と原告作成損益計算書の比較表 
 

（単位：Ｓ＄） 

11年9月期 12年9月期 13年9月期 14年9月期 15年9月期 16年9月期 17年9月期 
項目 順

号 Ｃ社 

損益計算書 

原告作成 

損益計算書 

Ｃ社 

損益計算書 

原告作成 

損益計算書 

Ｃ社 

損益計算書 

原告作成 

損益計算書 

Ｃ社 

損益計算書 

原告作成 

損益計算書 

Ｃ社 

損益計算書 

原告作成 

損益計算書 

Ｃ社 

損益計算書 

原告作成 

損益計算書 

Ｃ社 

損益計算書 

原告作成 

損益計算書 

売上高 用船料収入 ① 652,354 652,364 1,560,532 1,560,532 1,556,269 1,556,269 1,556,269 1,556,269 1,556,269 1,556,269 1,560,560 1,560,560 380,483 380,483 

監査費用 ② 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 

交通費・交際費 ③ － － 42,451 － 40,771 － 69,610 － 87,021 87,021 69,736 69,736 59,542 59,542 

減価償却費 ④ 1,722,924 517,102 1,722,924 1,230,202 1,722,924 1,412,098 1,722,924 1,439,883 1,722,924 1,454,941 1,722,924 1,345,160 － － 

その他費用 ⑤ 59,339 59,339 41,444 83,895 29,888 70,659 31,533 101,143 30,952 30,952 21,044 21,044 24,587 24,587 

販売費・ 

一般管理費 

計 ⑥ 1,784,263 578,441 1,808,819 1,316,097 1,795,583 1,484,757 1,826,067 1,543,026 1,842,897 1,574,914 1,815,704 1,437,940 86,129 86,129 

受取利息 ⑦ 258 258 2,435 2,435 935 935 365 206,284 28 28 12 12 15,549 15,549 

為替差益 ⑧ 17,113 17,113 - - 161,560 161,560 205,919 - 167,814 167,814 24,224 24,224 - - 営業外収益 

計 ⑨ 17,371 17,371 2,435 2,435 162,495 162,495 206,284 206,284 167,842 167,842 24,236 24,236 15,549 15,549 

支払利息 ⑩ 91,284 91,284 235,099 235,099 233,944 233,944 186,853 186,853 149,193 149,193 110,705 110,705 27,530 27,530 

為替差損 ⑪ － － 11,409 11,409 － － － － － － － － 312,815 312,815 営業外費用 

計 ⑫ 91,284 91,284 246,508 246,508 233,944 233,944 186,853 186,853 149,193 149,193 110,705 110,705 340,345 340,345 

 

経常利益 
（①－⑥＋⑨－⑫） 

⑬ △1,205,822 0 △492,360 362 △310,763 63 △250,367 32,674 △267,979 4 △341,613 36,151 △30,442 △30,442 

特別利益 ⑭ － － － － － － － － － － － － 2,509,737 △428,421 

税引前損益 
（⑬＋⑭） 

⑮ △1,205,822 0 △492,360 362 △310,763 63 △250,367 32,674 △267,979 4 △341,613 36,151 2,479,295 △458,863 

法人所得税 ⑯ 38 － 362 362 63 63 32,674 32,674 4 4 36,151 36,151 2,332 2,332 

税引後損益 
（⑮－⑯） 

⑰ △1,205,860 0 △492,722 0 △310,826 0 △283,041 0 △267,983 0 △377,764 0 2,476,963 △461,195 

（注）１ △印は欠損金額を示す。 

   ２ 17年９月期の「特別利益」の欄は、本件油そう船の売却によるものである。 

   ３ 網掛けの11年９月期及び12年９月期は特定外国子会社等に該当しない事業年度である。 


